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Ⅰ．「学校関係者評価報告」について 

長野美術専門学校 学校長 小林 勝彦 

長野美術専門学校においては、平成 25年 3月に発表された「専修学校における学校評価ガイドライ

ン」にそって、「長野美術専門学校 令和 2年度自己点検・評価報告書」の結果を基本として「学校関係

者評価」を行いました。 

 その目的としては、 

・ 自己点検・評価の結果が適切かどうか 

・ 自己点検・評価の結果を踏まえた今後の改善方策が適切化どうか 

・ 重点的に取り組むことが必要な目標や計画・評価項目等が適切かどうか 

・ 学校運営の改善に向けた取り組みが適切かどうか 等 

であります。 

 「学校関係者評価」を行うにあたっては、別紙の「学校関係者評価委員会規則」に定める学校関係者評

価委員会を設置し、「学校と直接関係のある学校外の者を評価者」として選任し、委員に対しては、「令

和 2年度自己点検・評価報告書」の説明、教育活動、学校運営等にかかわる課題を共有させていただき、

今後の方向性に対する改善方策等の意見、助言をいただきました。 

 それらの意見、助言等の詳細につきましては、学校関係者評価委員会によってまとめられた報告書によ

り報告を受けましたが、今後は、その報告書の内容について、広く、公表周知していくとともに、今後の

学校運営のための重点目標等の設定に反映させ、具体的な取り組みを図る所存でございます。 

 本報告書をご高覧いただき、ご意見、ご感想などをお寄せいただけますよう、また、学校運営に対しま

しても、引き続きご支援をいただけますよう、お願い申し上げます。 
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Ⅱ．長野美術専門学校 学校関係者評価委員会規則 

平成２５年１０月１日制定 

 

 （趣 旨） 

第１条 長野美術専門学校委員会規程第１条の規定による学校関係者評価委員会（以下委員会という）

の運営に関し必要な事項は、この規則の定めるところによる。 

 

 （目 的） 

第２条 委員会は、学校長の諮問に応じ、長野美術専門学校（以下本校という）の自己点検・評価

の結果を踏まえ、本校と関係する外部の者と連携協力して、本校の教育活動、学校運営に

関する事項を検証し、学校運営の改善を図ること等を目的とする。 

 

 （委員の構成） 

第３条 委員会の委員は、人格識見が高く、かつ本校の振興発展に関心と理解のある者で、次に掲

げる委員で構成する。 

一 若年者の就職動向やキャリア教育に関する知識を有する業界団体、職能団体、地方公共団体

等の関係者 

二 地域産業における動向等の知識及び本校教育内容に関する知識、技術、技能について知見を

有する専攻分野に関する企業、関係施設、関係団体等の関係者 

三 地域住民 

四 本校出身学生の保護者 

五 本校の卒業生 

六 その他学校長が必要と認めた者 

 ２ 委員長は、委員の互選により選出する。 

 ３ 委員長は、委員会の会務を総理する。 

 ４ 前項の一、二、三の内からは２名以上選任するものとする。 

５ 委員の人数は原則として４名から１０名までとする。 

 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は１年とする。再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合の後任者の

任期は前任者の残任期間とする。 

 

 （委員の委嘱） 

第５条 委員は本校学校長の選任により、学校法人クリエイティブＡが委嘱する。 

  

 

（委員会） 

第６条 委員会は、本校学校長が召集する。 
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２ 委員会は必要に応じて関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

 

（報 告） 

第７条 委員会においての意見を基に、委員長が集約して報告書を作成し、学校法人クリエイティブ

Ａに報告しなければならない。 

 

 （委員の報償費） 

第８条 委員には、１回毎に報償費を支給するものとする。報償費については別に定める。 

 

 （事 務） 

第９条 委員会に関する事務は、本校総務において処理する。 

 

 （委員会記録） 

第１０条 委員会の開催記録を作成しなければならない。 

  

附 則（平成２５年１０月１日） 

１ この規則は、平成２５年１０月１日から施行する。  

２ この規則の施行後最初に選任される委員の任期は、第５条の規定にかかわらず、平成２６年３月

３１日までとする。 

附 則 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学校関係者評価委員会での発言の表記】 

 

・「委員」・・・当日出席者した「令和 7 年度学校関係者評価委員」の発言。 

・「委員 A」「委員 B」・・・発言した委員が複数になる場合は、「A」「B」とした。また同一項で、同

じ「委員」が繰り返して発言した場合は、「A－①」「A－②」、とした。 

・「学校」・・・学校側の回答、発言など。 

 

 



5 

 

Ⅲ．「自己点検・評価報告」に対する評価の詳細 

 
基準 1．教育理念・目的・育成人材像等  

 

1－1．理念・目的・育成人材像は定められているか（専門分野の特性が明確になっているか）  

 

長野美術専門学校の歴史は、1946 年前身の村田美術研究所の開設に始まる。1976年の専門学校設

立にあたり、建学の精神に「人間に生きる歓喜(よろこび)と希望をもたせ続けてきたのは音楽と美術

の力である」を掲げ、美術による全人教育を行い、未来芸術家の育成を目指した。この建学の精神は

「クリエイティブこそ社会形成の要」との信条に引き継がれ、「表現の歓びを社会活動に昇華できる

クリエイターの育成」の人物育成像、そして「学生への最良の通過点の提供」の使命とともに成る理

念体系としてきたが、将来構想に位置付けている「新たな建学期」の今、改めて「創造性の育み」を

教育目的として言明するに至った。この目的を理念体系に明示し、堅持していくことが、本校の教育

活動の進路を一層正しく指し示すものと評価する。  

 

 

 

 

 

 当年度は学校の前身が開設以来 79 年、そして専門学校設立から数えると 49 年目となる。その

意義深い歳月を迎える学校において、建学の精神や専門学校設立当時の教育理念が、本校が求め

る学校の「理念・目的・育成人材像」にどのように受け継がれ、明確化されているかをこの機に

改めて真摯に検証することの意義を、まずは確認しておきたい。 

 当年度の自己評価報告書でも触れているが、昭和 21 年に設立された学校のルーツとなる村田

美術研究所の建学の精神として、「『人間に生きる歓喜（よろこび）と希望をもたせ続けてきたの

は音楽と美術の力である』を掲げ、美術による全人教育を行い」とある。これは太平洋戦争の敗

戦の翌年のことであり、当時の情況を慮る時、建学者の先見の明と教育への熱い使命感はまこと

に崇高なものがある。 

 その建学者の情熱は 30 年を経て専門分野の教育に対する社会的要請に応えるために専門学校

設立へと至り、「クリエイティブこそ社会形成の要」との学校の信条へと結実してきたことも、

学校の専門性の特性が明確になっているものであり、高く評価する。 

 その上で、平成 29（2017）年の専門学校設立 40 年を機に行われた法人名の変更や新キャンパ

スの竣工、そして「新たな建学期」との認識のもとで「クリエイティブキャンパス構想」とする

将来構想を策定するに至っているが、これは学校が将来にわたって堅持していくための理念体系

としてあらためて意欲的に掲げられたものであり、高く評価する。 

 令和時代に入り、世界を覆う変化は複雑で予測困難なものがある。学校がここまで明確化し堅

持してきた教育理念は、将来構想としての「クリエイティブキャンパス構想」さらには「新たな

建学期」と昇華して現在に至っている。そしてその根幹をなす「創造性の育み」とする教育目的

においても当年度を期に、あらためて全学で深く共有していくことを期待したい。 
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1－2．特色ある職業教育を行っているか  

 

まず本校の教育は、芸術が本来の人間性を育てるとした建学の精神に則って、職業社会において

も、そもそも基盤となる人間力が育成されるべきとの本質を担っていることを挙げておきたい。  

本校の職業教育の特色は伝統的・学術的な美術・デザインの基礎と、実社会と連携した実践的な学び

の両立により、社会に活かされるクリエイティビティを育もうとするところとし、教育に反映してい

る。伝統的・学術的な学びについては、近・現代に社会状況の大きな変化の中で求められた造形作法

のことで、美術・デザインが 社会に対しどう最適化を図るべきかの一定の答えとして基礎的な学び

に本質に据え、これを堅持している。  

実践的な学びについては、平成 18（2006）年の私鉄（長野電鉄）と、地域のデザイン会社との連

携で行われた乗車マナーポスター「正しい電車の乗り方」プロジェクトといった取り組みに代表され

る先進的な活動を出発点として、現在では PBL（プロジェクト ベースト ラーニング＝課題達成型学

習）やアクティブラーニングの持つ教育意義をその成果に活かせるよう、本校の学修期であるゼミ期

を中心として行うなど、教育課程の体系内での確立を進めてきた。前年度より特に地域連携研究セン

ターを設け、連携先との交渉や、実践活動と学習目的とのマッチングなど、これまでの経験を踏まえ

更なる前進ができた。  

 

 

 

1－3．適切な学校の将来構想を抱いているか  

 

将来へ続いていく建学からの歩みを見たとき、本校の現在を「第二の建学期」と位置付けている。

そして、「クリエイティブキャンパス 構想」は将来本校があるべき姿を浮かび上がらせるための、

単に観念構想に留まらない施策の具現を伴った、中長期に渡る現在進行形の 実働である。これによ

って本校のアイデンティティは確立され、次期への礎になるものと考えている。  

学校は教育機関として、公の制度内に位置づけられ稼働するものだが、制度が示す将来に、本校が

あるべき姿を見つけることはできな い。頼るべきは、自らのアイデンティティと照らし合わせるこ

とと心得て構想している。そうした時、将来に向けて考えるべきは、これ からの社会と、そこに向

かう学生の学びと育ちのための有効な手立てである。本校の扱うクリエイティブワークの学びが、社

会でのあら ゆる仕事につながる力を養う学びであることをみれば、教育事業としての将来の伸び代

は十分にあると考えて良いが、中長期にはいたず らな事業拡大ではなく、かといって、構想を実施

してきた状況が経営の安定さを欠いていたことを省みれば、ひと回り大きい規模で安定 することを

目指してしている。予算規模を拡大するならば、新しい収入要因が必要で、教育事業の伸び代の内か

 当年度の自己評価にある通り、本校の「職業教育」の特徴は、「芸術による人間性の育成」を建学

の精神にもつ学校にふさわしく、職業教育の本質を「人間力の育成」とした上で、伝統的・学術的

な学びの基礎と実社会と連携した実践的な学びの両立によりその実現を目指してきたことは、高く

評価できる。この二つの学びの基本方針を、今後の経済社会の変化のなかにあって、「特色ある職業

教育」の本質的目的として堅持していくことには大きな意義があるものと確認しておきたい。 

 「実社会との連携」のさらなる進展を目指して前年設けられた「地域連携研究センター」につい

ては、当年度においてもその実績を認め、今後の学校の職業教育の戦略的要の一つとしてその有効

性を高く評価したい。 
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ら検討している。そのこ とも含め、これからの教育事業展開の性質は、いよいよ多様化を増してく

るには違いなく、かねてからの別事業体の必要が、また一歩迫 ってきた様相である。 

 

1－4．理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが教員・学生・保護者等に周知されているか  

 

理念の周知課題はまずは内部者による理念等の理解のもと、その発信が重要で、その広報ポリシー

には“広報は常々学校全体で行う”としている。  

本校は専門分野の特性を明確にとらえ、適切な職業教育を提供していると自己評価するが、このこと

の教員・学生・保護者及び企業等ステークホルダーへの周知は継続的な課題である。理念の基に成り

立つ本校の社会的価値の周知には、キャンパスコンセプト「創造性を育むキャンパス」の具現による

アイデンティティ形成こそが本来的であると確信している。それがつまり長野美術専門学校の価値、

人間を育てるのか、どんな将来に向かうのかを内外に正しく認識させるはずだという信念である。当

年のみならず「自由実践」や「長期履修制」等の多様な学び方の運営や、キャンパス全体を美術館と

いう見立てで変える総合制作の「学内展」、また社会に開いて学習機会をつくる「リカレント教育」

など、従前を持続洗練させ、新規を開拓する方策によりキャンパス理念の具現を図ってきた。  

本項に関する調査への教職員の理解は、良好な理解の状況が見られるが、「わからない」との回答も

あり、その意味や原因を探らなければならない。それが日常の業務にどう反映されているか？その仕 

事にやりがいを見出しているだろうか？また理念等の周知について、その発信が機を見て万全に行わ

れているかどうか？などの点検課題を認識している。 卒業生への調査結果は、良好であるが調査対

象層が少なく、拡大を図り点検したい。 

 

 

 

 学校の将来構想を策定するにあたって、現在学校が置かれている状況は「第二の建学期」との認

識と、その認識に基づいた将来構想「クリエイティブキャンパス構想」を高く評価する。 

その上で自己評価にあるように、将来構想は「単に観念構想」レベルではなく「中長期に渡る現

在進行形の実働」に裏付けられていなければならないとの確信と、それに対する挑戦的で不断の取

り組みには敬意を表する。（「基準 2」「基準 3」） 

 今後において、将来構想として包摂されている「教育事業の伸び代」や「ひと回り大きい規模」

化、そのための新たな事業展開や多様化の取り組みなどへの挑戦的な認識も多とし、その進展に期

待したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの理念等の明確化や将来構想の策定などに対しては、本委員会は高く評価するものであ

る。その上で学校に限らずどのような組織においても、その組織が共有すべき理念等をステークホ

ルダーに対してどのように周知させていくかは多くの課題がつきものであり、「継続的な課題」とす

る自己評価を了とする。 

また本来理念等の周知には、「創造性を育む」とする学校のアイデンティティの形成を通じて行わ

れるべきものであるとの「確信」や、そのことが学校の価値を内外に正しく認識させるものである

との「信念」も是とする。 
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1－5．各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する職業のニーズに向けて方向づけられてい

るか  

 

各学科の教育目標および育成人材像は、「美専修学ライン」として体系化している。この修学ライ

ンは、職業専門性の学習とキャリア形成の学習を縦横に関連づけているが、学科に即応する固定的な

業種との関係性に囚われず、学んでいる専門性が、幅広い業種に活かされる職業ニーズとして捉え、

学生自身の学習位置を確認できる修学マップとして機能している。 

職業上のニーズと学生の入学当初の動機との間にはギャップがあるため、社会活動としてのクリエ

イティブへの学修動機を成熟させる教育施策が課題である。職業意識を高めるには、専門性学習の根

底に有効なキャリア教育を位置づける必要があるが、その実現は「美専修学ライン」に沿って各履修

科目を充実させ、日々の授業の質を積み重ねることにあると認識している。 

本校は、平成 27年に設置したビジュアルデザイン科 3年制学科を皮切りに、4年制の com.デザイ

ン総合学科およびビジュアルアート科 3年制学科を設置してきた。いずれの学科においても学生の定

着が見られ、長期修学が職業社会への接続に有効であることが確認される。また、学ぶことのできる

専門領域も「アニメキャラクター」「WEBメディア」「マンガ」を段階的に拡幅し、これに対応した

就職先の開拓も進めてきた。こうした就学動機が顕在化する前段階からの取組は着実に成果を上げつ

つあり、この点においても学校の努力は評価するべきである。 

また本校は、与えられた二次的・三次的学習ばかりではなく、第一次的な学習を行う方針を掲げて

いる。デッサンやレタリング、写真現像などの基礎学習と、PBL・アクティブラーニングを重視した

実践学習を両立させ、職業観の涵養を図ってきた。実践学習には、継続的に実施している社学連携活

動も含まれる。今後も教育法を洗練し、入学時の動機を成長へと確実につなげる教育を展開してい

く。 

さらに修学ライン上には「クリエイティブワーク総論」「キャリアデザイン」などを配置し、専門

性の学びとキャリア形成の均衡を図っている。これらは学年の状況に応じて内容を調整しつつ実施さ

れ、教育全体で重要な役割を果たしている。 

特に、キャリア支援職は、学科横断で「キャリアデザイン」授業や面談を通じて進路志望の把握と

実現を支援する中核的な役割を担っている。加えて、年 4〜5回の進路説明会や、当年度の「就活ゼ

ミナール in 美専」など外部機関・企業と連携した企画を実施し、学生の就職意識を高め、就職先と

のマッチングへとつなげている。さらに近年では、従来のインハウスやフリーランスという二つの軸

にとどまらず、他業種の企画部門やデザイン部門への就職、ゲーム系企業へクリエイターを派遣する

派遣企業への就職、さらには一般企業に勤めながらライフワークとして制作活動を継続するなど、多 

様な働き方が広がっている。本校は、就職のあり方の開拓も含め、こうした多様な就業形態にも対応 

さらに「自由実践」や「長期履修」、「学内展」、近年における「リカレント教育」などさまざまな

方策などを通じて、教員・学生・保護者等に理念等の浸透を図ってきたことも多とする。 

 学校の理念等に対する教職員の理解は総じて良好であるとの評価であるが、「わからない」とする

回答もみられるとのことで、理念等の共有が教職員の業務ややりがいにどのように反映されている

かなど本項の本質的な問題意識でもあるので、今後の点検結果とさらに十分な周知の取り組みを求

めておきたい。 
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しており、その点も評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本項の評価については、「職業専門性の学習とキャリア形成の学習を縦横に関連」づけた学校

独自の「美専修学ライン」の存在を確認し、さらに各学科の教育目標や育成人材像はそれらに対

応する職業ニーズに向けて方向づけられていることを認める。その上で、「学科に即応する固定

的な業種との関係性」には囚われることなく幅広い職業ニーズに機能していくように配されてい

ることにも、現下の多様な就業環境においてその有効性を認める。 

 例年の自己評価に登場しているが「職業上のニーズと学生の入学当初の動機とのギャップ」

については、学校の教育目的にとって看過できない課題であり続けているが、「学修動機の成熟

化」や「職業意識の向上」のための教育目的、具体的には「美専修学ライン」による授業の質的

向上によってそれらの課題解決へと結びついていくとの自己評価を是とする。 

また自己評価にあるように、ビジュアルデザイン科 3年制学科を皮切りに、4年制の com.

デザイン総合学科及びビジュアルアート科 3年制学科の設置など着実に取り組んできたが、

いずれの学科においても学生の定着が見られることを良とする。さらにこのような取り組み

から「長期修学が職業社会への接続に有効であること」が確認されたことは、学校の貴重な

知見の蓄積として評価したい。 

 学びの専門領域を「アニメキャラクター」「WEBメディア」「マンガ」などに拡幅し、職

業ニーズに向けた教育目標、育成人材像を掲げていることも了とする。 

 先に「1－2」においても評価したが、学校では独自の特色ある教育方針として「伝統的・

学術的な学び」と「実社会と連携した実践的な学び」の両立を追究してきた。本項の自己評

価では、それを「第一次的な学習と二次的・三次的学習を行う」と表現しているが、この継

続的な実践が「職業上のニーズと学生の入学当初の動機とのギャップ」という課題解決にも着実

につながることを確認した。 

 修学ライン上に「クリエイティブワーク総論」「キャリアデザイン」などの俯瞰的な授業

を配置して、専門性とキャリア形成の均衡を図っていることも、経済社会の「職業ニーズ」

を包括的に理解させるために有効であり良とする。 

 本項では、職業ニーズに関わる支援について「キャリア支援職」の存在を高く自己評価し

ているが、これも是とする。 

学生を取り巻く「職業ニーズ」は、コロナ禍の後激変している。キャリア支援職を中心に

して、多様な就業形態の啓発活動にも引き続き期待する。 
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基準 2．学校運営  

 

2－1．目的等に沿った運営方針が策定されているか 

 

学校全体の運営方針は、単年度毎にも中長期的にも、前年以前や現在の状況、また予想されるこれ

からの外的内的状況を踏まえ、組織的に行った分析検討をもとに学校長が策定し、設置者の学校法人

により決定されている。運営方針の策定にあたっては、単年度毎の運営方針と共に、学校の将来構想

や中長期的計画に基づいて検討、刷新している。策定された運営方針については、教員など学校内関

係者への周知や共有を高める努力を恒常的に行なっているところである。 

 

 

2－2．運営方針に沿った事業計画が策定されているか 

 

事業計画は年度開始に向けてその方針と共に策定されている。またその計画時期には、予めその方

針の確認を組織的に行い、また実施細目ごとに必要な方針と計画を掘り下げて検討を行うようにし

て、大方針の確実化や徹底のための改善を図っている。また、新たに改善を要する点は常時発生する

ので、適宜会議招集など組織的な掘り下げを行っている。 

 

 

2－3．運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化されていたか、有効に機能しているか 

 

運営組織や意思決定機能は組織図に明示された各部署での会議や、全体での協議を基に学校長によ

り決定される。組織図や機能図等に業務体系がまとめられ、各事項に応じて組織構成部署への分担ま

たは協働により業務の遂行に機能している。 

令和に入り経済社会や人々の生活環境は大きく変化し、この先の予測困難な日々が続いている

と言っても過言ではない。それは学校運営の方針にも大きく影響を及ぼすところであろう。 

学校においては、「新たな建学期」の認識や将来構想、中長期的計画などに基づいて、現状や予

想される外的内的な状況を踏まえ、組織的な分析検討を行い、学校長が適切に策定しているもの

と認める。 

 学校の事業計画は、年度開始に向けてその運営方針に沿ったものとして組織的に策定され、さ

らに必要に応じて再検討し、状況に応じて適宜改善などを行っていることを認める。 

 

 

 

 

 

 学校の運営組織や意思決定機能は規則等において明確化されており、またその意思決定において

は、学校全体、各部署での会議等を経て学校長によって決定されており、有効に機能していること

を認める。 

 組織図や機能図等に業務体系がまとめられ、各事項に応じて組織構成部署への分担、協働により

有効に業務遂行されていることを多とする。 
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2－4．人事、給与に関する制度は整備されているか 

 

教職員の配備人事は経営上と学務上の均衡に適正を図っている。また、就業及び厚生に関しては、

就業規則や賃金規定をはじめとした各種規定により具体的に定められ、遵守している。 

 

2－5．教務・財務等の組織整備など意思決定システムは整備されているか 

 

教務・財務担当として教務・総務担当部署をおき、それぞれ教務長・総務長が業務を調整、集約、

検討し決定に向けて方向を定め、副校長及び学校長が決裁する仕組みを組織図において規定し設けて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2－6．業界や地域社会に対するコンプライアンス体制が整備されているか 

 

危機管理委員会を設置し、リスク案件に特化した議論、方針決定を行うようにしている。また、リ

スクマネジメント会社や、弁護士等との相談により、事案の速やかな収束または、未然に防ぐための

対策としている。 

 

2－7．教育活動に関する情報公開が適切になされているか 

 

本校の教育活動に関する情報公開は法人理念の遂行からも重要視している。ホームページにおいて

は、頻繁に更新し公開、印刷物などの各種案内においても、積極的な予算付けのもと間断無く作成・

配布に取り組んでいる。また、広報の拠点として設けたサテライトキャンパスもこの課題に対し策を

講じていることをあげておきたい。また、在学生や教職員を主体とした学校関係者へのレターメール

によるインターナルな情報開示は、実質的な情報公開の良心を実行しているものである。更に、本校

が他から正しく識別されるよう、「オウンドメディア」を広報ツールの体系に位置付ける目的の試み

の手始めとして「Another View」～視点を発見するパーソナリティ・ノートを当年度より発行してい

る。 

 学校の人事、給与、さらに就業、厚生などに関わる制度についても、各種規定により適正に

整備されていると認める。 

 学校の教務・財務等の組織や意思決定システムは、その担当部署を置き、教務長・総務長

が決定に向けての調整、集約、検討などを行い、副校長及び学校長により決済されるしくみ

が組織的に機能していると認める。 

 業界や地域社会に対する学校のコンプランアンス体制は、危機管理委員会を設置して迅速、適切

に議論を深めて方針決定を行っており、業界や地域社会に対して適切に整備されていると認める。 

 リスクマネジメント会社や弁護士等の支援体制も了とする。 
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2－8．情報システム化等による業務の効率化が図られているか 

 

サーバーコンピュータ運用を始めとした校内 LANの活用や、WEBシステム等の活用により行なって

いる。情報技術は常に刷新されている事から、業務の効率化への反映の検討が恒常的に必要であると

認識しクラウドによる情報共有や新しい端末種の採用など積極的に進めている。 

各部署の活動の全体把握に課題があり、セキュリティシステム強化も含め、更なるシステムの充実

が急務である。また、図らずもコロナ禍の期間に効力を発揮した施設内配信システムは箱物教室に同

時に学び手を集めて行う従来の教育方策に多様な学び方を加えた先見対策であったが、以後いよいよ

学びの個別最適化が必要の一途を辿る中、当年度は。この情報システム運用の経験を基礎に、通信制

を含めた新しい時代にふさわしい学修提供方策の拡充、刷新の検討を始めた。 

 

  学校の情報公開についてはとくに重要視しており、多様で積極的な取り組みを行っていることを

高く評価する。 

 広報活動の拠点として設けたサテライトキャンパスは、そのための有効な方法の一つであることも

評価する。 

 また当年度は、「オウンドメディア」の概念を取り入れ、SNS の積極的な活用を行うとともに、キ

ャンパススローガン「find Another View」と連動して、そのスローガンを冠した紙媒体を発行し、

多様なステークホルダーに対する新たなコンセプトに基づいた情報発進を行っていることを高く評

価する。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 

「オウンドメディア」「Another View」について、説明をお願いします。 

学校 

「オウンドメディア」とは、自らが所有・運営する媒体を指します。本校では公式ホームページや

X・Instagram・Facebook などの SNS を通じて学生の活動を主体的に発信しています。さらに、紙

媒体として『Another View』を発刊しています。これはキャンパススローガン“find Another View

（別の見方をしよう！）”を誌名に冠したものであり、本校の教育理念を象徴するメディアです。誌

面では、学生や卒業生、教員など本校に関わる人々の日常や独自の視点を取り上げ、校内外の関係者

に新しい気づきや共感を届けています。 

多様なメディアが存在する現代にあって、このように自ら企画・発信するオウンドメディアの取り

組みは、本校の理念を体現するとともに、教育活動を社会に開かれた形で示す重要な実践と考えてい

ます。 

 

学校の情報システム化は、社会の DX の進展などとあいまって重要な運営課題といえる。ここまで

校内 LAN や WEB システム、さらには恒常的な刷新のためのクラウドの活用などを行ってきたことは

多とする。 
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 また当年度はこれまでの情報システム運用の経験を基礎に、通信制など新しい時代にふさわしい

学修提供方策についても、拡充、刷新の検討を始めたことも多とする。 

その上で、自己評価でもふれているように今後とも情報システムにおける各部署ごとの課題把握

を進め、次年度に向けて課題の明確化と対策を策定し、さらなる情報システムの充実、業務の効率

化を求めたい。 
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基準 3．教育活動 

 

3－1．教育理念に沿った教育課程の編成・実施方針が策定されているか 

 

教育理念に基づき、令和５年度にはアート系統の学科であるビジュアルアート科３年制学科を設置

し本校は 3種 5学科の構成とし、当年度は、アート系統の学科を中心とした主要科目の再編成を行な

った。特にゲーム系企業への就職希望の学生が増加傾向にあるため、いわゆるデッサンや画面構成、

人体描写など基礎力を高める授業科目の充実をはかった。 

加えて当年度は、令和 8年度の通信制学科設置に向けた検討を開始した。 

これは、これまで培ってきた創造性教育の本質を、より柔軟で開かれた学びの形へ拡張する施策で

あり、本校の教育理念を一層力強く推進するものである。また、比較的自由な働き方が可能となった

社会環境や、多様な就学者からの要望にも応えるものとして位置づけている。 

さらに、社会的な必要性も叫ばれている社会人「リカレント教育」については、令和3年度設置の

「履修証明プログラム」内の「実践的デザイン基礎コース」に加え、令和4年度には「実践的デザイ

ン応用コース」を増設した。「実践的デザイン基礎コース」に至っては、令和5年度に文部科学省

「キャリア形成促進プログラム」および厚生労働省「特定一般教育訓練」への認定を受けたものの、

当年度は履修生が不在であった。今後は一層の広報強化が必要であると認識している。 

また例年通り、「各学科における卒業認定・専門士授与に関する方針」（各学科のディプロマ・ポ

リシー）に基づき改訂した教員の成績評価について、フォーマットを整理し、より体系的な成績管理

を行えるように対応している。こうした成績評価方法は、シラバスをはじめ、オリエンテーションに

おいて学生にも明示され、主体的に学ぶ姿勢づくりに活かされている。 

 

 学校の教育理念に基づき、3 種 5 学科の構成であることを確認する。特に当年度は、近年ゲーム系

企業への就職希望の学生が増加傾向にあることからデッサンや人体描写などの基礎力を高める授業

科目の充実を図ったことは、学生の職業ニーズに柔軟にかつ的確に対応する施策として評価する 

 また令和 8（2026）年度の設置を目指して、通信制学科の創設の検討を始めたことを了とする。

その目的は、学校の創造性教育とする教育理念をより柔軟に推進することであることを是として、

多様な働き方が広がる現下の経済社会の環境においては社会的意義のあることと評価し、次年度以

降の進展に期待したい。 

 令和 3（2021）年度よりスタートした「リカレント教育」のための「履修証明プログラム」の設

置は、当年度までに厚生労働省「特定一般教育訓練」の認定を受けるところまで進展しているが、

残念ながら当年度の履修生は不在とのこと報告であり、次年度までに適切な履修生の確保を求めた

い。 

 「各学科における卒業認定・専門士授与に関する方針」に基づき改訂した教員による「成績

評価」はより体系的に行えるように整理されてきており、学生指導にも有効であることを認め

る。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 

「通信制学科設置」とありますが、主な対象層をどうとらえていますか。 
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3－2．教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた教育機関としての修業年限に対応した教育到

達レベルや学習時間の確保は明確にされているか 

 

 

各科目及び課程の修了に必要な学習時間と到達度は、単位制により本校の育成人材像や業界のニー

ズをふまえながら学習時数を定め、シラバスやカリキュラム表、成績票等に、個別に明示していた

が、あらためてこれらを体系化した教育ポリシー（3つのポリシー）を掲げ、本校での学びによって

学生自身が、いかなる能力を養うのかを明示することとし、現単位制とともに、自学自習の奨励も含

め、学生の主体的な学びが促進されるよう努めている。 

課程編成において本委員会の指摘にあるパソコンなどの道具・装置・機械の操作力は、将来の就業

に向けて重要なスキルであり学習教材として位置づけ、DTPスキル等を習う授業では、複数教員にさ

らに助手職員を複数名付けるなど、一人ひとりの学生の習熟度を上げる配慮をしている。「真の仕事

力」を身につけるためには、あくまでも教育理念に導かれた「創造性の育み」の目的を軸にバランス

のとれた課程編成、またその実施を目指すべきだと考える。 

また、本校の教育理念に基づき学びを修めた卒業生・修了生たちが、一括りで「業界」と言ってし

まうには余りある複雑な現代社会において、多様な活躍をしている事実から、経年で卒業生のリサー

チなどを行い、まとめていく必要性も確認された。 

加えて、近年では、企業の地方進出の事例もある。こうした動向もつぶさに捉え、柔軟に本校のリ

ソースを活かし、より一層、企業と学生双方のベネフィットを提供したいと考える。 

学校 

本校の通信制学科は、日本全国を対象とし、地理的な制約を超えて幅広い学習者に開かれていま

す。単に通学が困難な人のために限定するのではなく、自分のペースで学びを進めたい学習者が主

体的に学習できるよう、柔軟なカリキュラムを設計しています。想定する学習者は、遠方に居住す

る方や社会人、再進学を志す方など、多様なライフスタイルやキャリア形成に応じて学びを求める

人々です。 

こうした通信制の特性は、学校を単なる「学びの函（入れ物）」ではなく、多様な学びが交差し、

新たな視点や価値を生み出す場として、学校というものを再定義できる機会であるとも考えていま

す。 

委員 B 

 通信制はオンラインでということですか。 

学校 

 はい、オンラインを中心としつつ、登校も可能なハイブリット型の通信制を考えています。オン

ラインに限って申し上げますと、本校ではすでに学習管理システムである Google Classroom を基

軸に構成しています。また授業形態におけるオンラインの活用は、現在も行っています。次年度の

学科設置に向けて、現在申請業務を進めているところです。 
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さらに、近年では「就活エージェント」の利用が進み、これにより学生が自力のみのマッチングに

頼らない環境が整う一方で、企業や職業に対する理解や労働観が十分に形成されないまま就職が決ま

るケースも見られる事実から、これが早期離職の遠因となっているとの企業側の指摘も確認された。 

これに対し、本校では、授業内外で企業による説明会や就職先卒業生からの声を直接聞ける機会を設

け、さらに長野市の新卒応援ハローワークのジョブサポーターによる広い知見に基づく相談の場も整

える事を推進し、学生の就職支援を行っている。 

教育機関として教育到達レベルや学習時間の確保については、単位制に基づき業界のニーズを

踏まえたシラバスやカリキュラム等に学習時数を明示し、さらに「教育ポリシー」を作成して学

生の主体的な学習意欲の向上に取り組んできたことは高く評価する。 

 学生によって習得に差がつくパソコンなどの操作力について、複数教員や助手職員体制などに

より学生の習熟度を上げる配慮をしていることは多とする。 

 教育到達レベルや学習時間の在り方については、今後、多様な働く環境にある昨今の卒業生た

ちに対しての継続的なリサーチ・分析を行うと共に、地方進出企業の志向性なども踏まえた対応

策を求めたい。 

 学生の「就活エージェント」の利用については、本自己評価において「企業や職業に対する理

解や労働観が十分に形成されないまま就職が決まるケースも見られる事実から、これが早期

離職の遠因となっているとの企業側の指摘も確認された」とある。多言を要すまでもなくこ

の指摘の中には学生が就業後に直面する重大な問題が内在しているので、「就活エージェン

ト」に対する企業側の認識を慎重に探るとともに、就職サービス業界などとの率直な情報交

換などを行い、学生の利用にあたっては適切な教育的指導上やアドバイスを行っていただき

たい。 

 「就活エージェント」にだけ頼らない多用な就活の機会設定は、多とする。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 A－① 

「就活エージェント」をはじめ、「生成 AI」など新しい就活に係る新しいツールが登場して

きました。貴校では、学生にたいしてどのように指導していますか。 

学校 

当年度における AI による「就活エージェント」の活用については、現状を把握しているも

のの、特段の指導は行っておりません（ただし、本年度は当該年度に比べ、AI に限らず「就

活エージェント」の活用が増加している傾向が見受けられます）。 

一方で、ある企業からは「就活エージェント」自体が就職のみならず離職までをワンパッケ

ージとするビジネスとなっているとの指摘もあり、こうした状況については引き続き注視し

ていく必要があると考えております。 

 また、就活における AI 活用については、自己分析を深める一助として ChatGPT 等の LLM の

利用を勧めておりますが、履歴書やエントリーシートの作成にあたっては、本人の実情と乖

離しないよう指導しています。特に、面接時に困らぬよう、自らの言葉で内容を整理・表現

できるように自己分析を重視させております。 
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3－3．学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか 

 

カリキュラムは専門的な職業能力の学習とキャリア形成の過程を縦横系列に配置して関連させた

「美専修学ライン」体系により編成している。この体系は修学のマップとして、各学科を包括した学

習プロセスの位置を確認できるものとして設けられている。また平成 27年度より運用している教務

方針書はキャリア教育と職業教育「美専修学ライン」体系の実施方策であり、指導側が共有するべき

指標として、また次回に活かせる記録としても効力を発揮している。 

また今後は、より科目の総体としての履修効果を高めるためにも、「美専修学ライン」等を応用的

に活用し、教員間の連携のためのスキーム構築を目指していきたいと考える。 

 

3－4．キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法の工夫・開発等が実

施されているか 

 

地域社会からの要望に応える取り組みを、キャリア教育・実践的な職業教育の授業としてカリキュ

ラムに組み込んでいる。 

平成 27年度より実社会と連携した、実践的なプロジェクト遂行型の学習は夏期授業期間を含む 7～

10 月のゼミ期に集約して取り組み、年間の流れの中で実践的学習が有効な位置付けとなるようカリ

キュラムを改編（1－2項参照）した。 

企業等実社会の要望に応える取り組みにおいて、令和 5 年度には「地域連携研究センター」を発足

させた。「地域連携研究センター」（愛称：ながの CreativeHUB）では、外部からの連携相談があった

委員 A―② 

 委員 B さんにお尋ねします。企業側のお立場として学生の「就活エージェント」の活用はどのよ

うに受け止めていますか。 

委員 B 

 コミュニケーション能力を確認する上では、採用基準には当てはまらないと考えます。履歴書代

行サービスもあるようですが、そこには大量のデーターサービス収集という意図もあり、ビジネス

マターの側面が見えるため、純粋な就活マッチングではないと考えています。本社では、インター

ンシップを積極的に実施しており、リアルな接点を多く持つことを重視しています。特に地域の 

企業においては距離感を近くしたほうが、入社後の定着にもつながるのではないかと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 学科等のカリキュラムは、学校独自の「美専修学ライン」に基づき体系的に編成され、さらに

各学科を包括した学習プロセスの確認においても有効であることは高く評価する。 

 カリキュラムの運用においては教務方針書に基づき適切に行われていると認めるとともに、こ

の教務方針書は指導側が共有すべき指標として効力を発揮していることは、良としたい。 

 今後の課題として、「美専修学ライン」における教員間の連携を図るためのスキームの構築など

中長期にわたる挑戦的な取り組みに期待したい。 
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場合に、複数教員でその内容の精査を行うなど、教育目標とのマッチングや連携の適正化、改善をは

かるよう努めている。加えて、学生が身につけるクリエイティブという職能が、より一層社会からも

正しい理解と価値を得られるよう、社会に対して包括的に働きかけていくことを目的に掲げ、令和５

年度においては長野市との包括連携協定を締結した。 

また、本校の各学科を包括する形で、課程編成のグランドデザインとなっている「美専修学ライン」

はもともと、前の項で報告しているようにキャリア形成、職業教育を縦横断する学生の主体性を引き

出すツールであるというだけではなく、社会実態への適合を目指すユニークな工夫・開発であること 

も、この項の問いに対する重要な回答であると報告しておきたい。 

 

 本項が求めるキャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法の工夫・

開発等は、学校独自の「美専修学ライン」により確実に実施されていることを認め、高く評価す

る。また実社会との縦横な連携をすることで、実践的なプロジェクト型学習プログラムを組み込

み、その完成度を高めていることは、高く評価する。 

 具体的には、平成 27（2015）年度より、実践的な職業教育のための学習がより有効になるように

工夫・開発された 3 つの修学期の編成、とくに実践的な実社会との連携は 7 月～10 月のゼミ期に集

約するなどのカリキュラムの工夫は、これまでの実績を糧に当年度もおいても着実に成果を上げて

いることを評価する。 

 さらに昨年度発足した「地域連携研究センター」においては、外部からの連携相談の窓口として

教育目標とのマッチングや内容の適正化を精査を行うなど、学生の視点に立ったその姿勢を高く評

価する。 

「地域連携県空センター」の発足に伴ってスタートした長野市との包括連携協定も着実に実績を残

してると認められ、今後の進展に期待したい。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 A－① 

 就職後の「クリエイティブ」な分野での活躍の場について 

 今年も劇的に生成 AI が進歩しております。どのように見ておりますでしょうか？ 

学校 

ご指摘の通り、生成 AI はこの一年で劇的に進歩しており、その動向には強い関心を持って注視して

おり、今後も発展していくと考えています。本校としては、この技術の発展を単なる脅威や一過性

の流行としてではなく、学習やキャリア形成に活かせる可能性と、注意すべき点の双方を踏まえて

向き合うことが重要であると認識しています。特に、生成 AI は積極的に活用していく必要があると

考えています。そのためには、学生自身に倫理観だけでなく、分析力や質問力、その根幹となる、

疑問を持つ力・適切な答えを追求する姿勢といった、人としての基礎的な力が求められます。これ

らを育むことこそが教育現場における重要な役割であり、本校としても引き続き重視して取り組ん

でまいります。 

委員 A－② 

「ノンデザイナー」を実現する企業が出てきております。今後どのような目論見でおりますでしょ

うか？（軽井沢の「ヤッホーブルーイング様」など） 
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3－5．関連分野の企業・関係施設、業界団体等との連携により、カリキュラムの作成・見直し等が行

われているか 

 

カリキュラムの編成にあたって、地域の関連分野の企業・関係施設等業界団体等からも委員を迎え

「教育課程編成委員会」を編成し、次年度のカリキュラム作成の見直し等を行っている。又、卒業生 

の就職先や、兼務講師の業種関連に積極的に働きかけ、連携をはかることを努めて、カリキュラムの 

作成見直しの参考にしている。今後も、組織的な連携及び、継続的な連携をはかっていくものとす

る。 

学校 

 生成 AI の発展も含め、現在「デザイン」は一般化し、誰もが教養として身につけるべきものと

なりつつあります。言い換えれば、デザインが容易に行える時代だからこそ、あらゆる業界・業

種・職種において、クリエイティブに関するリテラシーが不可欠になってきています。これは、 

学生の就職先や活躍の場が従来以上に広がる可能性を示すものと考えています。 

 また、生成 AI はあらゆる表現を生成し得ますが、その力を十分に引き出すには、利用者が的確

に条件を設定し、方向付けを行う力が求められます。クリエイティブは常に「何を」「どのよう

に」を問われる分野であり、そうした判断力や構想力こそ、人間に期待される役割となります。 

 本校の教育目標は、このような基礎的な力――分析力・構想力・表現力――を育むことにあり

ます。デザインや AI が一般化した社会においても、その基盤を支える教育をさらに充実させ、学

生が幅広い分野で主体的に活躍できるよう取り組んでまいります。 

委員 A－③ 

 AI に使われるのではなく、自らが AI を使うのだという意識が必要ですね、結果に対して自分

がどう判断するのか、一層その力が求められると感じます。 

委員 B 

 「課程編成のグランドデザインとなっている～社会実態への適合を目指す～」とありますが、

コロナ禍以降の急速な経済・産業・IT 等の変化の中でその変化に対する学生の理解が追い付いて

いないようにも思います。貴学では、その点どのようにお感じになりますか。 

学校 

 ご指摘の通り、コロナ禍以降の急速な経済・産業・IT の変化は大きく、学生の理解が十分に追

いつかない面があることは認識しています。さらに本校には、多様な状況にある多様な学生が在

籍しており、それぞれを一律に理解し、画一的に指導することは容易ではありません。そのた

め、教員に求められるのは、状況に応じて柔軟に対応できる広い視野であり、また、学生を一方

的に教え込む（インストラクションする）のではなく、あくまで学びを支援（サポート）する立

場に立つ姿勢だと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確に条件を設定し、方向付けを行う力が求められます。クリエイティブは常に「何を」「どのよう

に」を問われる分野であり、そうした判断力や構想力こそ、人間に期待される役割となります。 

本校の教育目標は、このような基礎的な力――分析力・構想力・表現力――を育むことにありま

す。デザインや AI が一般化した社会においても、その基盤を支える教育をさらに充実させ、学生

が幅広い分野で主体的に活躍できるよう取り組んでまいります。 
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3－6．関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシップ、実技・実習等）が体

系的に位置づけられているか 

 

本校での専門的な職能学習は、講義・演習系と実技系の授業方法に大別され、科目区分は美専修学

ラインをベースにした科目区分と、年間の学習時期によって体系づけられている。 

本校を特徴づける学習として、実技系の授業においては、アプリケーションの操作のみならず、レ

タリングやデッサンなど一次的で基礎的な技術の修得を行う。これは、コンピューターによるデザイ

ンワークが中心になり、たとえその性能が向上しても、それらを使いこなし、良し悪しを判断するの

は人であることには変わりはないからである。日々技術革新が起こる現在であっても一次的な経験や

体験があり、視野が広く柔軟性のある人材が、社会に求められていると考えるからである。また、年

間の学習計画を立てる上では、その体系の中に企業等実社会との連携による学習をその種類により、

有効に組み込むようにしている。企業等実社会との連携による学習の種類は、独占資格取得型の比較

的単純な学習とは違い、クリエイティブワークが求められる業種は多岐にわたるところから、実践的

な課題に取り組む学習（PBL）を通じて、様々な業種でのクリエイティブワークに必要な共通普遍の

能力を身に付けることを主な方法としている。その他には技術上や職業上の基礎的な知識、あるいは

職業の社会的役割についての講義や、インターンシップなどにおいての連携学習を産業界や行政等の

企業・機関から得ている。特にインターンシップに関しては、課内、課外の両面において、受け入れ

先企業の紹介や企業リサーチを学生が行う時間を設け、さらにインターンシップ終了後は、企業ごと

に分かれその目的を再確認するとともに、それぞれがインターンシップで得た経験を発表し合い、職

業意識の醸成と学校での学びの動機をあらためて考える時間としている。 

特に近年は、クリエイティブ教育の成果が関連分野にとどまらず、広報活動のオンデマンド化傾向

など一般企業において、自社内業務の必要性が高まっていることから、インターンシップ先の充実を 

図るためにも、教員が連携企業の新規開拓を行い、地域の実態を考えた教育の実現を目指している。 

 学校のカリキュラムの編成にあたっては、関連分野の企業や業界団体等との連携により、 

「教育課程編成委員会」を編成して継続的な見直しを行っている他、卒業生や就業先、関連業

界とも積極的な意見集約を行い連携を深め、適切にカリキュラムの作成・見直しなどを行って

いることを認める。 

 

学校における関連分野での実践的な職業教育、とくに産学連携によるインターンシップや実技・

実習等は、「美専修学ライン」をベースにして柔軟に体系的に位置づけられていると認める。 

 自己評価でも述べられているが、学校の授業で特筆できるのは、「実技系」の学習方法でレタリン

グやデッサンなど一次的で基礎的な技術習得を重視していることである。ともするとパソコンを活

用したデザインスキルに偏りがちな中、レタリングやデッサンなどの「手作業」による一次的スキ

ルを堅実に習得していくことは、視野が広く柔軟性のある人材の育成やクリエイティブワークに

必要な「共通普遍」の能力を身に付ける方法との認識を是とする。 

 近年実践的職業教育の場としてインターンシップの活用が重視されているが、学校において 

 



21 

 

 

 

 

3－7．授業評価の実施・評価体制はあるか 

 

当年度より、学生には、各授業科目の終了時に、その学習を包括的に「キャリア学習」の観点から

振り返り、「キャリア形成ワークシート」として、すべての履修教科について「履修して向上したこ

と」「今後の自身の課題」「授業に対する要望」を記入させている。 

これは、授業評価を単に評価者の主観で裁く場とするのではなく、学生に対しては修学目的や達成

目標を正しく考える機会とし、学校においては学生の望ましい学びの姿勢と成果を的確に導き出すこ

とを目的としている。そのような強い目的意識がなければ、誤った認識を広める危険があるとの考え

によるものである。 

なお、記入結果はすべて担当教員と共有し、授業改善の一助とすることを期待している。また、

「キャリア形成ワークシート」の結果は、授業担当講師との「教科面談」などを通じて授業内容を精

査し、必要に応じて次年度の改善に反映している。 

 

 

 

も単に就職活動としてのインターンシップの活用にとどまらず、職業教育の一環として地域の

行政団体、産業界、企業等との連携を深め、職業意識の啓発、産業や企業研究などに積極的に

活用していることを認め、その労を多としたい。インターンシップによる職業教育は、「経験 

学習モデル」の研究を持ち出すまでもなく、「経験」後の内省（フォローアップ）が重要にな

るので、引き続き各科目の授業運営に落とし込むなど、きめ細かな支援により学生にとってい

っそうの気づきや習得が進むことを求めたい。（「5－5」） 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 A－① 

 このたび２社の企業でお世話になりました。看板のデザインなど、会社の方からアドバイスをい

ただきながら、熱心に取り組んでいました。いい勉強、いい経験ができたと思います。 

このような機会を与えてくださったことに感謝しています。 

学校 

 本日出席されている委員が所属する会社でのインターンシップですね。 

委員 B 

 はい、現場の様子を知ってもらうため、実際にクライアントとの打ち合わせにも帯同していただ

いたり、看板のアイデア出しやシートの作成をしていただきました。 

委員 A―② 

 インターンシップ先で OB の方が対応してくださるのは心強いですね。 

 委員 C 

 学校の OB の存在は就職活動にかぎらず後輩にとってはありがたい存在です。 
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3－8．職業教育に関する外部関係者からの評価を取り入れているか 

 

平成 25年度より、地域の関連分野の企業・関係施設等業界団体等、並びに卒業生及び学生保護者

等で「学校関係者評価委員会」を設け外部関係者評価を行っている。また、授業協力企業や卒業生就

職先などの企業訪問を高い頻度で行い、評価を取り入れている。その内容は報告書にまとめ、意見の

収集、分析、活用を図っている。加えて、求人企業に対しても個別訪問を行い、求人内容についての

ヒアリングなどを通し、業界の動向を探り、教務内で共有している。また、公開イベントや同窓会と

の連携活動などの機会には、アンケートや意見交換などで評価を取り入れている。 

当年度より学校の授業評価は、学習を包括的に「キャリア学習」の観点から振り返り、学生自身

によって、向上したこと、自身の課題、要望などを記述していく「キャリア形成ワークシート」を

活用して行われていることは多としたい。 

 これは自己評価にもあるように、学生の主体的な学習意欲を啓発する上で大いに効果があるもの

と認める。 

 その上で次年度に向けて「キャリア形成ワークシート」の有効性を客観的に分析検討し、教員・

学生双方にとってその成果を最大化していけるように求めたい。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 

 「キャリア形成ワークシート」の導入は多としますが、学生の反応、活用実態は、どのようなも

のですか。 

学校 

 成長の途上にある学生に対して、授業アンケートをどのように位置づけるべきか、これまでの課

題でした。自分がどういう目的でこの学びをするのかを考えさせるために「キャリア形成ワークシ

ート」を導入しました。「キャリア形成ワークシート」は、授業科目の開始前と終了後に記入を求

めるものであり、開始前には自身の学びや取り組みを事前に言語化することで、能動的な姿勢を促

すことを目的としています。これにより、シラバスの読み込みや授業参加への積極性が高まる傾向

も見受けられます。 

活用実態としては、特に教員からの評価が高く、学生の記述が授業改善のヒントとなり、次年度

の授業改善に活かされた例もあります。本年度は教員間で他授業のコメントも共有できるように

し、相互に参考にする動きも見られました。 

 なお、本ワークシートはGoogleフォームを活用しており、学生が簡便に取り組める形式としてい

ます。その結果、全授業分の提出を求めているにもかかわらず、8 割以上の提出率が維持されてい

ます。令和 7 年度は他の授業のアンケート結果を他の教員がみられるようにしています。 
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3－9．成績評価・単位認定の基準は明確になっているか 

 

成績評価に関しては、各科目において、実技科目については、課題による制作物、又講義・演習課

目については、試験やレポート及び出席状況を含む授業の取り組みを総合して、優・良・可・不可の

4段階で評価する。単位認定については、可以上の成績をもって認定とする。今後も基準を反映した

計画的科目運営をしていくものとする。 

また、３つのポリシーに基づき、各授業におけるすべての教科について、シラバスに評価基準をあ

らかじめ観点別評価項目とその点数配分とともに明示している。こうした取り組みにより、学生の主

体的な学びが一層促進されることを期待している。 

なお、シラバスの閲覧促進については、４月初旬に開催される「履修オリエンテーション」や、各修

学期前の「修学期オリエンテーション」に加え、振り返りの機会として「キャリア形成ワークシー

ト」や「履修状況自己点検ワーク」、さらには個人面談などを通じて確認の機会を設けている。ま

た、成績管理方法についても、事前に提示したシラバスに準じて、公正に行っている。 

 

 

 

3－10．資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置付けはあるか 

 

本校で課程に取り入れているのは技能に関する検定であり、職業上の資格ではないが、検定級位を

含めた一般的な意味で便宜的に「資格」と呼び、本項目に含めて自己点検・報告を行っている。 

本校では、資格取得を各科目の学習目標の一つとして位置づけ、あらかじめカリキュラム体系に組

み込んでいる。本校の扱う職種は独占資格によるものではないため、資格試験合格を各科目の単位取

 学校では、平成 25年度より「学校関係者評価委員会」を設け、外部関係者からの評価を取り入

れていることは多とする。さらに授業協力企業、卒業生の就職先企業、求人先企業、同窓会など

との連携を広げて情報収集を行うなど、その積極的な姿勢を認める。 

 学校の成績評価については、実技科目、講義・演習課題それぞれの評価、その上で総合的に

優・良・可・不可の 4 段階で評価し、単位認定においては可以上の成績で認定しているなど、明

確になっていることを認める。 

 シラバスにおいては、3 つのポリシーに基づきその評価基準を明示するなど、学生の主体的学

びを促進していることも多としたい。 

 成績評価や単位認定においては、その基準を学生に周知、理解させることは学びの起点として

まことに重要である。学校では、入学時の「履修オリエンテーション」や各修学期前の「修学期

オリエンテーション」の機会や「キャリア形成ワークシート」や「履修状況自己点検ワーク」な

どをも活用して、学生に成績評価・単位認定の基準を学生にていねいに理解を図っていることを

多としたい。 
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得の必須要件とはせず、将来就く職務に必要な能力の習得に有効な資格を先取りし、課程に積極的に

組み込むことを方針としている。 

指導体制としては、担当教員が各科目の学習内容と関連付けながら資格取得に向けた指導を行い、

必要に応じて試験対策や学習支援を行っている。特に、クリエイターに必要なコンピュータスキルは

リテラシーの一つとして教育上有効な取得目標を定め、カリキュラムに反映している。同時に、アカ

デミックな色彩や造形スキルも普遍的なリテラシーとして位置づけ、両者の検定システムを効果的に

学修課程に組み込んでいる。これらの資格については、本校として、その受験率や合格率の向上を学

びの成果の一つとして評価している。 

ただし、各資格試験はあくまで学習を補助する手段と位置づけており、本質的には授業を通じて学

習者の知見やリテラシーが着実に向上することを重視している。 

 

3－11．人材育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員（本務・兼務を含め）を確保

し、関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修や教員の指導力育成等、資質向上

のための取り組みや研修が行われているか 

 

本校教員には、特に兼務においては幅広い職業分野からの実務家を配置し、育成人材像に沿った地

域の職業人ニーズへの高い整合をはかっている。加えて、こうした実践的な実務経験を有する教員同

士が、それぞれの専門性を生かしながら横の連携をはかることも期待している。また、校内研修や職

場研修を行ない、教員の専門教育力・総合的な教育力の育成、確保をはかっている。当年度も企業等

と連携し、「指導力向上」「技術力向上」を目的とした研修をそれぞれ設定し、学生への教育力を向

上させている。 

 

 

 学校が「資格」と呼んでいる前提を了とする。その上で、学校において「資格取得を各科目の

学習目標の一つとして位置づけ、あらかじめカリキュラム体系に組み込んでいる」ことを是と

する。さらに「本校の扱う職種は独占資格ではないため、資格試験合格を各科目の単位取得の

必須要件とはせず、将来就く職務に必要な能力の習得に有効な資格を先取りし、課程に積極的

に組み込む」との方針も了とする。 

 クリエイタ―に必須のコンピュータスキル、また色彩や造形スキルなどアカデミックな資格

についても、「教育上有効な取得目標資格」と定め、その検定システムを学修課程に組み込み

支援してることは多とする。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 A 

 近年と比べ、当年度の資格取得の実績は、いかがですか。 

学校 

 検定合格率に関しては、当年度は前年度と比較し、緩やかに上昇しています。特に３年制学科の

高年次の合格率が上がっており、本校の長期履修の方針の成果でもあると考えています。また、教

材のオンライン化も進んでおり、自学の習慣が定着しつつあります。ただし本校の方針としては、

合格率を一律に追究するのではなく、受検を通じて自分に何が必要であったかをしることができる

点で、検定を教材として活用しています。 
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3－12．関連分野における業界等との連携において優れた教員（本務・兼務を含め）の提供先を確保

するなどマネジメントが行われているか 

 

連携による人材育成の重要性について、関連分野における企業等との相互理解を促進するために連

絡や訪問を密にするなど、現存連携先との関係強化、新規開拓をはかっている。教育課程の運営管理

との整合については事前の計画が重要であるところから、教務のマネジメントに校長、総務長が強く

注視、関与し強化をはかっている。また、連携協定の締結などによる、協力関係の明確化も連携先企

業等の理解を促進しながら推し進めている。関連分野における業界団体には積極的に加盟し、活動す

ることで職業教育に関しての連携意識を深め、協力提供を得ることに努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連分野の業界等からの優れた教員の確保については、「現存連携先」との連携強化、さらに新規

開拓への積極的な取り組みなど、校長、総務長の強力なマネジメントにより進めていることを認め

る。 

 本項で求めている要件を備えた教員は確保されていること、授業運営のための「先端的な知

識・技能等を修得するための研修や教員の指導力育成等、資質向上のための取り組みや研

修」についても、適宜行われていることを認める。 

 また研修等の実施においては、「指導力向上」「技術力向上」などの目的を設定し、学生

に対する総合的な教育力の向上を図っていることを多とする。 
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基準 4．教育成果 

 

4－1．就職率の向上が図られているか 

 

本校は、職業能力を学ぶための専門学校であり、学生の就職率は本校の存在意義を問われる最重要

の指標の一つといえる。本校では、教務にキャリア支援主事を置き、自身も学科を超えて通年で「キ

ャリアデザイン」授業を担当し、学生個々の進路志望の把握、その実現のための方策などに取り組ん

でいる。キャリア支援主事は、単に企業等への就職支援にとどまらず、特にアート系職業への進路に

ついては多岐に渡る支援を行っている。また、美術・デザイン系大学への 3年次編入等の進学への支

援も行い、成果をあげている。地域の求人開拓、インターンシップ先等の開拓活動にあたっては、前

項（3－4）「地域連携研究センター」への相談や、授業科目へのゲスト講師に企業家を招聘すること

などを一つの契機と捉え、一般教員も積極的に関わっている。この協力と連携によって、企業との関

係を築き、学生の就職へとつなげている。 

また、求人情報についてはキャンパス内への掲示のみならず、学生が閲覧できる本校独自の就活情

報 W E Bページを設け、登校できない期間であっても情報を得られる体制を整えている。さらに、リ

モートやオンラインツールを使う説明会や面接等において別途指導を行っており、オンライン選考で

は、校内に面接会場を設けるなどの個別の対応もしている。 

また近年では、早期から就職活動を行う学生と、就職意識がなかなか芽生えない学生との間で、意

識の二極化が見られる。就職意識がなかなか芽生えない背景には、職業観や進路理解の不足に加え、

恒常的な人手不足によって労働環境がある種の売り手市場となり、「急がなくても就職できる」とい

う心理的な余裕や危機感の希薄化が生じていることも一因として挙げられる。こうした状況下では、

短期的な条件や就職のしやすさだけで職を選ぶ傾向が強まり、就業後のミスマッチや早期離職につな

がるおそれがある。このため、本校では、働くことへの本質的な意識付けに加え、労働を含む人生全

体を見据え、自己実現や職業継続を可能にするキャリア（ライフキャリア）の長期的な視点を、より

充実させる必要があると考えている。 

加えて、卒業後も就職決定に至らなかった学生に対しては、電話やメール等で、キャリア支援主事

から個別に連絡をしているものの、その後に連絡が途絶えてしまうなど、学校全体での課題として今

後も取り組んでいきたい。 

 

 

学校では「キャリア支援主事」の任を置き、「キャリアデザイン」の授業をはじめ個々の学生対応

などに従事し、多岐にわたる支援を行い成果をあげていることを認める。 

 就職活動の支援の柱の一つは求人企業の開拓にあるが、「地域連携研究センター」を介しての企業

との関係づくりや授業のゲスト講師に様々な立場の企業関係者を招聘するなどは、求人開拓の間接

的支援であることを良とする。 

 学校独自のＷＥＢページによる求人情報の提供、企業説明会、面接等の個別指導にも注力し、リ

アルとオンラインツールの併用などの機会の整備を多とする。 

 「就職意識の二極化」については従来からも指摘されてきたことではあるが、職業教育を本来的

目的とする学校においては、その表層的原因をさぐるだけで済ませることはできない。 
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4－2．資格取得率の向上が図られているか 

 

本校の取り扱う専門性においての資格取得意義の理解を中心とした動機づけを強化する重点方針に

より、資格取得率の向上をはかった。その結果、前年度に引き続き、当年度も受験率、合格率共に向

上が見られた。今後もこの取り組みを一層強化していくものとする。 

ただし、本校で扱う資格は業務独占資格ではないので、あくまでも教育目的に照らし合わせ有意な取

り組みとしての学習活動であることは論を待つところではない。 

自己評価にもあるように「働くことへの本質的な意識付けに加え、労働を超えた人生全体を見

据え、自己実現や職業継続を可能にするキャリア（ライフキャリア）の長期的な視点を、より充

実させる必要がある」との認識は共感するところ大である。学校としては二極化の一方の層、 

すなわち「働くこと」に消極的な学生層に対しては、キャリア支援主事の職務分担に納めること

なく、学校の教員、職員をあげて対応していくことを求めたい。その方策的概念として「アウト

リーチ型支援」が参考になる。 

 就職に至らない卒業者への支援については、自己評価の認識を了としたい。継続的課題として

卒業後の組織的対応を研究していただきたい。 

・「アウトリーチ型支援」とは 

文部科学省「学生支援推進プログラム」採択事業「東北福祉大学アウトリーチ型就職支援教育の

展開」参考 

要旨 

～学生動向（特に低意欲層）の把握により、「チャンス・ロス」が生じている学生を対象にして

ニーズに応じてカスタマイズされた対策のマッチングを図っていこうとすること。自ら支援を求

めてこない層に対して、支援者側から能動的な姿勢や態度、働きかけをすること。～（下線－委

員会） 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 

 就職支援に力を入れていて、求人開拓やオンライン面接対応まで細かい工夫がされているのがいい

なと思いました。学生の意識に差がある課題もきちんと捉えていて、単なる就職率アップだけでな

く、長く働き続ける力を育てようとしている姿勢が伝わってきました。 

学校 

 当年度の就職率は、ビジュアルデザイン科３年制学科においては 100％を達成し、昨年度に引き続

き、安定した成果を収めることができました。一方で、全体の就職率につきましては前年度に比して

低下する結果となりました。その主な要因は、ビジュアルアート科における就職形態に見られます。

具体的には、美術館やゲーム関連企業における非正規雇用者の割合が増加したこと、また学生の希望

する業種と実際の求人とのマッチングが難航したことが挙げられます。 
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4－3．退学率の低減が図られているか 

 
本校では、学生個々の問題を拾い上げ、解決をサポートするとともに、教員間での共有やその管理にお

いて中心的役割を担う修学コーディネーターを中心に、家庭との連絡を適宜行い、連携を図っている。令

和元年度より、他の職員や授業担当講師と共に、こうした組織的な対応を継続して実施している。 

また、入学者選考との関係の精査も重要な課題であり、令和 3年度からは指定校推薦を導入した。さら

に、入学動機等を調査し、教員間で共有することで、修学継続に向けた方策としている。 

加えて、設置学科間での転編入制度も、修学継続を支える重要な対策として機能している。平成 27年度

からは、退学扱いとはなるものの、正規の修学にはならずとも体系的履修を認定する「別科」を設置し、

幅広く学生の学びを支援している。 

こうした取り組みの継続により、退学者数は減少傾向にあるものの、当年度は 6名が退学となった。内

訳は、前年度からの休学者が 2名、残り 4名は 1年次生であり、そのうち 2名は病気による体調不良、2

名は学習環境への不適応が理由である。 

休学からの退学者を含め、いずれも前期までに何らかの困難を抱えていたことが確認されている。こうし

た困難の背景には、病気や通学環境、生活状況などの外的要因が関与している可能性がある。令和 8年度

に設置予定の通信制学科により、その負荷が軽減されることで、学修意欲の安定化と継続的な学びの確保

が図られることが期待される。 

 

 

 

 

 

 学校の専門性習得における資格取得の意義の理解や動機付けなどを重点方針として、資格取得率

の向上を図っていることは了とする。 

 

 退学率を低減させる対策について、修学コーディネーターを中心として学生個々の問題を教員間

でも共有するなど組織的な体制を敷くとともに、適宜家庭との連携を図っていることは了とする。 

退学に至るプロセスについて、入学動機や指定校推薦制度などとの関わりの精査などを行い、退学

防止策の研究が重要であるとの認識を是とする。 

 設置学科間での転編入制度による退学率低減、「別科」の設置による学生の学びの支援なども了と

する。 

 以上の取り組みは認めるものの、当年度 6 名の退学者についてそれぞれの退学理由の精査・分析

を行い、次年度への対策に生かしていただきたい。 

 また次年度設置予定の通信制学科が学びの多様化を支援することで退学率の低減に結びつくこと

も期待したい。 

 なお退学者が置かれている様々な困難に対しては、前項「4－1」に取り上げた「アウトリーチ型

支援」を研究していくことも退学率低減につながる道筋ではないか、付言したい。 
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4－4．卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか 

 

卒業生の活躍は、本校の教育成果の周知のためにも、情報収集、把握に積極策が必要と認識し、企

業訪問時、同窓会活動において把握に努めている。また、本自己点検のための卒業生アンケートの方

法を充実に向け改善をはかっている。 

また、ゲスト講師として卒業生を招聘し、在学生にとって身近で手本となるキャリアモデルとして紹

介している。あわせて、教員もその活動や経歴を具体的事例として把握し、授業など教育現場で活用

できるよう努めている。 

加えて、在校生の社会的な活躍については、当年度より企画部署を設置し、SNS 等を活用した周知

を行っている。取材記事等は校内インフォメーションに掲示し、全校的に共有するよう努めている。 

 

4－5．卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育改善に活用されているか 

 

本校での学びがキャリア形成に与える効果については、卒業生の進路状況を調査し、その結果を活

用している。卒業者情報は、卒業生の来校機会を捉えてアンケート調査などにより収集し、卒業後の

キャリア形成に関する調査の基礎資料としている。これらの情報は、教育施策の改善の参考とすると

ともに、ゲスト講師として招聘する際の資料としても活用している。 

卒業後の追跡調査については、同窓会組織の会報発行も一助となっているが、恒常的な発行には至っ

ていない。このため、学校としても同窓会組織の安定化を図る支援や方策を検討し、今後の会の規模

拡大を目指す必要がある。 

キャリア支援主事が担当する授業「キャリアデザイン」では、卒業生を招聘した講義や、その職場

を訪問して職業現場の経験を学ぶ機会を設けている。企業等への訪問などの接触機会には、卒業後の

キャリア形成の進捗状況を確認し、その結果をもとに改善策を検討している。 

さらに、SNSを活用した「卒業生コミュニティ」を設置し、卒業生間のコミュニケーションツールと

しての活用を試みたが、運営は難航している。 

次年度に向けて、同人誌即売会「ビケット」や同窓会イベントの開催などを通じて、在校生はもち

ろん、教職員も卒業生とのつながりを学校改善に結びつけることを意識した活動を検討している。 

加えて、令和 3年に開設したサテライトキャンパス併設のギャラリーでは、当年度も引き続き、卒業

生支援の一環として卒業生の展覧会を開催し、同窓生や在校生が交流できる機会を創出している。こ

の交流を通じて、在校生は卒業後の活動事例を直接知ることができ、教育内容や指導方法の改善への 

具体的なフィードバックにつながるものと考えている。 

 在校生や卒業生の社会的な活躍やそれに対する評価について、学校が適切に把握し内外の関係者

に広く周知することは、当事者にとっては学校へのアイデンティティを培う貴重な機会となるだけ

でなく、学校の教育成果を地域社会に還元する重要なアプローチとして社会的にも意義のあること

であろう。当年度企画部を設け、組織的な取り組みを行っていることを評価し、新たな成果に期待

したい。 

 卒業生を学校の授業等に招き、その「キャリア形成」のリアルなプロセスを、「現在進行形」の形

で在校生の学びにつなげていくことは、自らの学びを将来のキャリア形成へと可視化して修学の動

機付けへと強力な機会となる得るものであり、今後とも継続していただきたい。 
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 学校での学びがキャリア形成にどのように効果を上げているか、卒業生への調査を行い、教育施策

の改善に生かしていることを認める。 

 卒業生を招聘した講義や卒業生の勤務先への職場訪問なども、卒業生に対する継続的な情報収集や

ステークホルダーとしての関係づくりとして有効であることを認める。 

 SNS を活用した「卒業生コミュニティ」の運営は「難航」しているとの自己評価であるが、キャリ

ア形成の効果を把握する機会としても有効であり、同窓会組織の支援、安定化を求めたい。 

 本項を推進していくために新しくイベント企画として「ビケット」の開催や同窓会イベントなどを

企画して、学校と卒業生のより緊密な関係性を講じ、教育成果の分析・課題解決に向けて、その運営

改善につなげていくとの認識は高く評価する。 

 サテライトキャンパス併設のギャラリーの運営は、在校生が卒業生のキャリア形成の活動事例を学

ぶ具体的なフィードバックの場として機能していることを評価する。 
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基準 5．学生支援  

 

5－1．進路・就職に関する支援体制は整備されているか 

 

企業等との関係を密にしているキャリア支援主事は、キャリア教育系の授業も担当し、学習意欲の

向上やグループワークの強化、卒業後の就業意欲の醸成などの動機付けから、企業等の進路先と学生

とのマッチングまで、就職活動をワンストップで支援している。その過程で、指導法や教育力の向上

にも努めてきた。 

課内の指導に加え、年 4〜5回「美専進路説明会」を開催し、企業等の採用担当者や新卒応援ハロ

ーワークのジョブサポーターを招聘している。特に当年度は、「就活ゼミナール in 美専」と題し、

地域の NPO法人および新聞社の協力を得て、約 15社の企業が参加するイベントを実施した。特定企

業に限らず、業界全般における職種の傾向や県内の求人傾向など、幅広い情報を学生に提供してい

る。 

また、春期・夏期の年 2回、キャリア支援として、全学生を対象に“キャリア面談”を実施してい

るほか、さらに希望する学生ごとに個別面談を、必要に応じてオンライン（Zoomや Google Chat等

を活用）も活用し行っている。 

求人などの進路情報は頻繁に更新し、その鮮度を保っている。あわせて、学生が求人に特化した掲示

板を自ら調べる姿勢も向上している。前項（4－1）にもあるとおり、掲示連絡のオンライン化も併用

し、自宅等からも確認できるよう工夫している。 

 本項については、キャリア支援主事による授業運営、学生個々の就業意欲の醸成、企業とのきめ

細かな連携やマッチングなどまでワンストップで行うとともに、春秋 2 回全学生対象の「キャリア

面談」、ニーズに応じた個別面談など総合的に支援体制が整備されていることを評価する。 

 また学内での「美専進路説明会」の他、当年度はあらたに「就活ゼミナール in 美専」の開催など

も多とする。 

 企業の求人情報を通してのリアルな連携は、学生の就職支援として最も効果的である。またオン

ラインでの就業を前提にした地域性の拡大や職種の多様性などを求められる環境となっているの

で、今後とも学生のニーズを先取りする支援体制などが必要ではないか付言したい。 

 卒業後の進路に対するキャリアカウンセリング、多様な進路情報の収集・提供、意思決定できな

い層への個別カウンセリングなども求めたい。 

 なお「3－2」、「4－1」にも関連するが、令和に入り生成ＡＩなどの新しい就職ツール・採用ツー

ルの登場や「就活エージェント」の浸透など、学生と企業の双方において、その環境が大きく変化

してきている。本項の問いに対する学校の前提条件にも、あらたな問題意識が必要になり、そのた

めの指導方法の研究なども求めておきたい。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 A－① 

 当年度開催の「就活ゼミナール in 美専」は、具体的にはどのようなイベントなのでしょうか？ 
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学校 

 本イベントは、令和 6年度 7月、全学生を対象として、信濃毎日新聞社様のご協力の下開催いた

しました。長野市内および県内企業を中心に、11 社の採用担当者の皆様にご来校いただきました。

イベントの目的は、「クリエイティブを活かすためにどのような職業に就くか」ではなく、 

「どのような職業でクリエイティブを活かすことができるか」という視点を持つことで、学生一人

ひとりが卒業後の進路の可能性を広げることにあります。ですので、いわゆるクリエイティブ業以

外の企業にご参加いただくことが出来ました。 

 当日はまず、『「働く」イメージを整理してみよう』をテーマに全体セミナーを実施し、その後、

各企業ごとに設けられたブースにおいて、学生が直接企業担当者と対話できる時間を設けました。 

委員 A－② 

 採用担当者のみならず、実際の若手社員の方との接点もあるのでしょうか？ 

学校 

 はい、ありました。さらに参加企業の中には本校卒業生が就職している企業も含まれており、当

日は「在学中の学びが現在の業務にどのように活かされているか」について直接ご説明いただく場

面もありました。また就職して 1 年未満の卒業生に話をしていただくこともできました。 

委員 A—③ 

 実施後の生徒の皆さまの意識の変化はありましたでしょうか？ 

学校 

 本イベントを契機として就職活動を開始した学生もおり、また合同企業説明会等において自身の

スキルを積極的に PR することで、新たな募集職種の開拓にもつながりました。 

 その結果、参加企業に 2 名、さらに参加企業のコンサルティング会社を通じて 4名、合計 6名の学

生の就職に繋がりました。 

 委員 B 

 学生の参加状況はいかがでしたか。 

学校 

 もちろんマッチングの課題もありますが、自身の希望する職種でないと性急に判断してしまった

学生もいたのではないかと思われます。精神的な就職支援そのものが必要な学生もおります。 

委員Ｃ 

 単にクリエイティブ系企業に限られていない点がよいと思いました。さらに、企業側にとっ

ても若手社員が学生の前で自身の職務について話す機会を持てることは、自分の立ち位置を確

認できる場になったのではないかと考えます。 

委員Ｄ（(第 3 条第 1 項 2) 

 当社の事業として、Iターンや Uターン就職を促進するプロジェクトを進めていますが、長野

には潜在的に優れたものを生み出している企業や、特殊な技術を必要とする企業が多いこと

を、学生はあまり知らないようです。そこで工場長を同席させて詳細に説明したところ、双方

に効果がったと感じました。やはり、まずは「知る」ということが重要だと思います。 
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5－2．学生相談に関する体制は整備されているか 

 

修学コーディネーターを中心として、組織的な対応へ発展できるよう取り組みを進めている。本校

は完全単位制を採用しており、担任制ではない。このため、学生面談・修学面談・キャリア面談な

ど、業務範疇ごとの教員と全学生との 1on1の機会を多様に設けている。これらで収集された情報は

会議等で共有し、修学コーディネーターに集約している。 

このように、学生情報の収集・分析を基盤とした組織的かつ体系的な体制の構築を進めている。修

学コーディネーターは、学生の修学・生活・環境など多岐にわたる状況を把握し、その情報をもと

に、特に授業や課題の遅れが見られる学生に対しては、教科主事が他の職員や授業担当講師と相談

し、課外学習援助や補講の設定、家庭との連携などを行っている。令和６年度より新たに、様々な悩

みを抱える学生が相談しやすいように、教員相談員（男女）を増やして対応している。 

 

 

 

5－3．学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか 

 

日本学生支援機構の奨学金取得のための手続き等支援、国の教育ローンの案内、又、授業料等減免

については成績を重んじた本校独自の「クリエイティブ A奨学特待制度」を設けている。 

また、授業料などの延納要望には内容を精査しながら柔軟に応じている。政府の「高等教育の修学

支援新制度」においては支援対象校としての確認を継続して受けており、支援対象となる学生への経

済的支援は充実したものとなっている。 

 

 

 

5－4．学生の健康管理を担う組織体制はあるか 

 

 学校の相談体制は修学コーディネーターを中心として組織的な取り組みを進めていることを認め

る。さらに業務範疇ごとに教員と学生の「1on1」の相談体制を設けていることも了とする。 

 また授業の課題を抱える学生に対しては、教科主事を中心に職員や他の教員、さらには保護者とも

相談、連携し適切な支援策を講じていることは、学校の教育目的を達成するための基本的取り組みで

あり、継続した体制整備を求めたい。 

 昨年度より学生個別の相談に応じられるように教員相談員を増やしていることは多とする。 

奨学金や国の教育ローンなど学生の経済的側面への支援体制は整備されていると認める。授業料

等減免については、学校独自の「クリエイティブ A 奨学特待制度」により支援、さらに政府の「高

等教育の修学支援新制度」の支援対象校として継続するなどの取り組みも評価する。 

 奨学金制度やローンなどの活用については、卒業後の返済方法など学生自身の理解を深め無理な

く返済できるように環境整備にも配慮していただきたい。 
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本校では、健康相談を含む日常的な相談機能を、修学コーディネーターを中心に教務が担当してい

る。特に、修学コーディネーターによる学習面にとどまらない学生サポートにより、退学者の減少や

休学者の復学など、大きな成果を挙げている。 

健康面の支援としては、校医による定期的な健康診断を実施しているほか、休憩室を兼ねた保健室

を設置している。心の健康については、必要に応じて外部の臨床心理士によるカウンセリングを行っ

ている。また、本校を構成する学生層の傾向を正確に把握する必要があると認識している。 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和 5年 5月より感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律上の 5類感染症への移行に伴い、本校の対応もこれに準じたものに変更し

た。具体的には、県外との往来に関する事前・事後報告、登校時の検温・手指消毒、使用教具や机等

の除菌シートによる衛生活動、濃厚接触者の出席停止措置はすべて終了した。今後も動向を注視し、

国や県の指針に基づき適切に対応を検討する。 

 

 

 

5－5．課外活動に対する支援体制は整備されているか 

 

課外に学生自治の「美専学生会」、またその執行部を設け、主体的な活動を奨励支援している。主

体的な活動との位置付けではあるが、前述の修学コーディネーターを顧問に配し、様々なサポートを

心がけている。こうした支援により学生のより自発的な活動が見られるようになった。 

また地域社会等からの学生活動要請については「地域連携研究センター（3－4項参照）」を設け、

そのマッチングを行なっている。課外活動は奨励支援の方針としているが、学生への負荷が過多にな

らぬようマネジメントしている。 

また、学生の課外活動クラブ活動である「美術研究部」に対し、顧問講師を配するなど校内外での

積極的な活動を支援している。 

夢、志を育てる目的で設置した「美専人づくり委員会」の試行策としての課外活動である「美術研

究部」は、参加者が増え、“何かやりたい”気持ちが“志を持つこと”につながっていくよう支援を 

続けている。 

 学生の健康管理を担う組織体制としては、修学コーディネーターを中心に教務部門が担っているこ

とを認める。 

 その上で健康面はとくに医学的知見による見立てが重要であり、学校においても、校医による定期

的な健康診断の実施、日常生活における学生個別の心身への配慮、メンタルヘルスの管理などにおい

ても、丁寧な支援を願いたい。外部の臨床心理士との連携も多とする。 

 新型コロナウイルス感染症は当年度も収束の気配は見えない。インフルエンザなども含め、法律上

の厳粛な予防策を徹底し、さらに学生自らの健康管理の啓蒙など適切な対応を求めたい。 

 学校では、「美専学生会」「美術研究部」の活動支援や「地域連携研究センター」などにより、学生

の適切な課外活動を支援していることを認める。 

授業等での知識学習の他に、課外活動における多様な社会的経験、異文化体験は、「人間力の育

成」にもつながる、非常に重要な教育機会である。 
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5－6．学生の生活環境への支援は行われているか 

 

 

本校の学生には通学可能な家庭からの通学生が多いが、近年、遠方出身者も増加傾向にあるため、

アパートなどの賃貸物件を業者との連携で紹介している。こうした単身生活をおくる学生が抱える生

活相談などを含め、全ての学生の日常的な相談機能として、修学支援コーディネーターが中心的に担

当している。学生生活全般における問題解決にあたり、家庭との協調や場合によっては学生宅への訪

問も含めた積極的な支援を行っている。 

 

 

 

5－7．保護者と適切に連携しているか 

 

本校では、入学時に「家庭調書」を用い、家庭の状況や通学手段に加え、持病等の健康上の課題や

学習・生活面における配慮を要する事項について申し送りができる体制を整備している。これらの情

報は、家庭の許諾を得たうえで、必要な教員に共有し、個々の学生の状況に即した対応が可能となる

よう配慮している。これにより、入学時から保護者と本校との間で適切な情報共有が図られ、学生の

修学支援および生活面でのサポートに資する体制が構築されている。 

さらに、日常的な対応としては、修学状況等において必要がある場合は、電話または文書で連絡を

取り、必要に応じて修学コーディネーターが中心となり面談を行い、関係者と連携している。また、

修学コーディネーターの判断により、保護者と教科担当や授業担当講師を交えた面談を実施すること

もある。 

さらに、修学コーディネーターを家庭からの相談窓口として周知しており、近年では家庭から学生

個人の傾向等に関する情報共有や相談が寄せられるようになった。これにより、一定の信頼を得てい 

 物価高や社会環境の不安定化など、学生の日常はストレス要因であふれているといっても過言で

はない。 

 学校においては、修学支援コーディネーターを中心として日常的な相談体制を整備している他、

家庭と協調して学生宅への訪問など、学生生活全般にわたり問題解決にあたっていることを認め

る。「5－7」 

経済面や修学面で困難な状況におかれている学生への支援については、きめ細かな現状把握に基

づいて迅速な対応を求めたい。 

 

 

 

 

 

 

 本項で求められている「課外活動に対する支援体制」とは、D・コルブのいう「経験学習による学

びの最大化」ととらえて、「キャリア教育」やひいては「人間力の育成」へとつながる体系的視点を

求めておきたい。 
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ると考えている。 

就職活動に関しても、必要に応じて家庭面談を通じ、就労支援等の情報を提供している。 

なお、保護者向けの定期的かつ恒常的な情報発信の必要性を認識している。 

 

 

5－8．卒業生への支援体制はあるか  

 

本校では、同窓会の定例役員会の開催、会報発行、同窓会主催の事業活動等の運営に対し、情報提

供や連携活動を通じて支援している。卒業と同時に同窓会の会員となる仕組みを採用しているが、実

際の活動は役員を中心とした少数の会員によって担われている。このため、令和 5年度より同窓会事

務局を常設し、学校としてより踏み込んだ関与を行う体制とした（4－5項参照）。 

卒業後には、就職・転職に関する相談や情報提供など、進路やキャリア形成に関わる支援も行ってい

る。また、サテライトキャンパスに併設したギャラリーでは、卒業生企画展を開催し、その活動を支

援している。さらに次年度以降に向け、同人誌区媒介「ビケット」や同窓会イベントの開催（4－5

項参照）などを通じて、卒業生と在校生、教職員との交流を促進し、そのつながり学校運営や教育改

善に還元することを計画を始めた。 

 学校が作成している「家庭調書」は、保護者との適切な連携を図る上で非常に重要なツールであり

その活用を評価したい。 

 保護者との対応については、修学コーディネーターを中心とした体制によって必要に応じて教科担

当、授業担当講師などを交えた面談を行うなど、学生の課題を多方面から適切に共有できるように進

められてることを多とする。 

 保護者と修学コーディネーターとの信頼関係が構築されてきたことも多とする。 

 保護者向けの定期的恒常的な情報発信の必要性の認識も了とする。 

  

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員Ａ 

 「家庭調書」は、どのように作成されるものですか。 

学校 

 「家庭調書」は、4 月の入学時にご家庭の方にご記入いただくもので、緊急連絡先や学費請求先、

通学路などの事務的事項を確認するために用いております。 

こうした事務的なものに合わせ、通信欄を設けています。この通信欄には次の文言が記されていま

す。※学校が指導上知っておいた方が良いことがありましたら、どのようなことでも結構ですので自

由にご記入ください。［例：健康面（アレルギー、持病）、人間関係…等］ 

なお、ご家庭の方には入学式の際、ご挨拶と共にこの通信欄の存在についてご説明しています。 

 

 本項への評価は、「4－4」「4－5」などと相互的に確認をしたい。 

 卒業生への支援は、同窓会の開設、その活動として、新たなイベント企画の開催も準備するなど、

昨年度より「踏み込んだ体制」を整えていることは多とする。 

 



37 

 

 

 就職・転職、キャリア形成などの支援の必要においても学校の認識を了とする。次年度学校として

開催を検討している「ビケット」や同窓会イベント、卒業生企画展なども本項の評価に直結するもの

であり、今後の進展に期待する。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 A－① 

 卒業生として、企画展やイベントを通じて在校生や教職員と交流できるのは嬉しいことだと思いま

す。卒業後も関わり続けられる環境があるのは貴重だと思います。こうしたつながりが、卒業生、在

校生、共に良い刺激になっていると感じます。これは学校が主催するイベントだけでなく、先ほど話

にでていたインターンシップにおいても、体験を通して在校生と共に活動できることから実感してい

ます。 

学校 

 インターンシップについては、新たな受け入れ先の確保や課題が開拓が課題と考えています。ま

た、受け入れてくださる企業と学生とのマッチングも引き続き課題です。 

委員 B 

 「ビケット」について、もう少しご説明をお願いします。（他委員 1 名より） 

学校 

 アート系の学生の実践的な学び場として、マーケットを行った方が良いのではないかという、教員

等から発案があったもので、翌年度に向けて検討をはじめたものです。教職員、美専生、卒業生で運

営する予定です。具体的には令和 7 年度の事業報告で詳細を報告することになります。 

 委員 C－① 

 長野県における「同人誌関連市場」は、どのくらいの規模（作家者数・売上規模・市場規模等）で

しょうか？ 

学校 

 長野県における同人誌市場規模を推定すると、県内で開催される即売会ベースでは、年間 10〜15

回程度、30〜50 サークル規模のイベントが確認されており、作家者数は約 45〜75 人、売上規模は 1

回あたり 60 万〜250 万円、年間では数百万円から数千万円規模と見込まれるようです。 

委員 C—② 

 弊社でも「同レボ！」という活動を行っております。何か連携できそうなことはありますでしょう

か？ 

学校 

ビケット公式パンフレットとのコラボや「ビケット」へのブース出展・展示や体験イベントなども

考えられます。また、イベントに合わせた「ノベルティ無料キャンペーン」を企画することも検討可

能です 

委員 A－② 

 同窓会も昨年からしっかり運営していこうというお考えを伺ったが、そのあたりはどうでしょう

か。 

 

 はい、ビケットと同様に同窓会イベントとして令和 7 年度に実施予定でおります。 
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5－9．社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか 

 

生涯教育の趣旨により行政からの支援を受けている事業に参加、不定期で講座を開設している。 

またリカレント教育については、令和 3年度より特別の課程を設け、履修証明プログラムとして「実

践的デザイン基礎コース」を開講したが、令和６年度はこれに加え「実践的デザイン応用コース」を 

新たに開講した。「実践的デザイン基礎コース」については、文科省のキャリア形成促進プログラム

の認定、令和 5年度には厚労省による特定一般教育訓練給付の認定を受けている。 

 

 

5－10．高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取り組みが行われているか 

本校は、長野県専修学校各種学校連合会が主催する「学べるキャリア出張講座」や「職業と学びの

ガイダンス」などのキャリア教育提供事業に参加している。これにとどまらず、直接本校に寄せられ

る連携依頼にも応じ、出前授業や講師派遣、施設見学等を実施している。 

また、その対象は高校に限らず、中学校、さらには過去には小学校からの要請にも応えており、他

の専門学校と比較しても極めて積極的な取り組みを行っていると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

学校 

 はい、ビケットと同様に同窓会イベントとして令和 7 年度に実施予定でおります。 

 

 学校では、社会人による生涯学習ニーズや自己啓発ニーズを踏まえて、リカレント教育などの

教育環境の整備を行っていることを評価する。 

 リカレント教育のニーズに対して、令和 3 年度より「履修証明プログラム」を開講し、令和 5

年度には「特定一般教育訓練給付」を実現し、さらに当年度には「実践的デザイン応用コースの

開講を実現するなどを評価する。 

 学校では長野県専修学校各種学校連合会が主催する「学べるキャリア出張講座」や「職業と学

びのガイダンス」などのキャリア教育提供事業に参加するなど、従前から本項については、積極

的に連携協力してきたことを認め、評価する。 

 それは他の専門学校と比較しても極めて積極的であることも確認した。 
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基準 6．教育環境  

 

6－1．施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか 

 

本校のキャンパスは、「創造性の育み」という教育目的のもと、そのミッションを明確化したコン

セプトキャンパスである。ミッションの一つに掲げる“既成の学習環境を超える”という理念に基づ

き、目的に応じて使い方を変えられる教室形態を採用している。これは、従来の連続する箱型教室に

比べ、授業ごとに工夫を凝らすことができ、学びの内容に即した柔軟な対応を可能にしている。 

授業形態・方法についても見直しを進め、配信授業や対面での分散授業など、各授業の性質に応じた

柔軟な方策を実施している。具体的には、WEB通信サービスの活用や複数教室を通信で接続し、同一

授業を分散して行う施設内配信授業などを行っている。 

また、“社会に開き学習機会を運び込む”というもうひとつのミッションに基づき、サテライトキ

ャンパスを開設した。同キャンパスでは、産学連携活動の常設展示や併設ギャラリーでの企画展示、

連携企業等との打ち合わせなど、社会との新たな接点を創出している。さらに、制作活動を中心とし

た自学自習の場として、多様な学習意欲に応える設備としても機能している。 

本校の施設や整備は、このように教育上の必要に対応するだけでなく、新たな教育的ニーズを創出す

る装置として位置づけられている。その一方で、この柔軟性の高さゆえに施設運営のマネジメントは

複雑化しており、点検・改善の対象となっている。さらに、設備の更新等についても、必要性を認識

している。 

 

 

 

6－2．学内外の実習施設、インターンシップ、校外研修等について十分な教育体制を整備しているか 

 

本校では、農家、映画館、お土産雑貨の商品開発会社、デパート催事現場、撮影スタジオ、印刷会

社、広告企画会社など、多様な職業現場と連携している。これにより、本校で扱う専門職能学習に関

する実習、研修、インターンシップ等の機会を確保し、その体制を計画的に整備・拡大している。さ

らに、地域特性を活かし、学内と学外を有機的に結びつけた実践的な学びを展開している。 

 学校の施設・設備は、「創造性の育み」とする教育目標を実現するために十分対応でいるように整

備されていることを認める。 

 具体的には、定められた学校のミッションに基づき、「目的に応じて使い方を変得られる教室形

態」を採用している他、授業形態・方法などにより配信授業や対面での分散授業などにおいても、

柔軟な方策を取り入れてることは教育環境としての評価に十分に応えていると認める。 

 さらに「社会に開き学習機会を運び込む」とのミッションに基づき開設されたサテライトキャン

パスにおいても、「産学連携活動の常設展示や併設ギャラリーでの企画展示、連携企業等との打

ち合わせなど、社会との新たな接点を創出し」さらに「制作活動を中心とした自学自習の場と

して、多様な学習意欲に応える設備としても機能している」との自己評価も是とする。 

 学校のこのような施設・設備の現状は、新たな教育的ニーズを創出する装置としての魅力を

認めるが、「この柔軟性の高さゆえ施設運営のマネジメント」において、「点検・改善」の対

象になり、「設備の更新等の必要性」との留意も確認した。 
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なお、校外での学習機会は、インターンシップ系授業である「インターンシップ」や「就職実践」

にとどまらず、「６次デザイン」「自由実践」「グラフィックデザイン」「レイアウトデザイン」

「ライン別ゼミ」など、複数の授業にまたがって設けている。特にデザイン系統の学科においては、

教育内容の充実を図るとともに、実地や体験を通じた現場での学びを重視している。 

 

 

 

6－3．防災に対する体制は整備されているか  

 

本校では、整備された消防計画に基づき火災訓練を実施している。また、整備済みの避難具の使用

方法や避難経路の確認など、災害時の避難指導も行っている。消防計画の策定および運用について

は、防火管理に必要な資格を有する教員が担当している。 

 さらに、「危機管理マニュアル」を整備しているが、今後も緊急時に円滑かつ確実に活用できるよ

う、定期的にシミュレーション訓練を重ねる必要があると認識している。 

 

 

 

 

 

 

 

 本項において学校では、「専門職能学習に関する実習、研修、インターンシップ等の機会を確

保し、～地域特性を活かし、学内と学外を有機的に結びつけた実践的な学びを展開」することで

あるとし、その前提のもと、そのための実習施設や校外の職業現場として「農家、映画館、お土

産雑貨の商品開発会社、デパート催事現場、撮影スタジオ、印刷会社、広告企画会社など」との

連携を充実させており、十分な教育体制を整備してきたことを評価する。 

 さらに学校における校外での学習機会は「インターンシップ」などにとどまらず「6次デザイ

ン」「自由実践」など多岐にわたるため、実地や体験を通じた現場での学びを重視するとの方針

も了とする。 

 

※学校関係者委員会での質疑は以下の通りである。 

委員 

 多様な校外の職場としっかり連携して、実習やインターンの機会を計画的に整えているのが印

象的です。学内の学びと現場経験をうまくつなげ、授業ごとに体験の場を設けているので、実践

力がしっかり身につきそうだと感じました。特にデザイン系では、現場での学びを重視している

ところが、学生の成長に直結しているなと思います。 

 学校では防火管理に必要な資格を有する教員によって消防計画の策定・運用が行われ、火災訓練

などを実施していることを確認した。また「危機管理マニュアル」を整備し、その実行が確実に行

われるよう定期的なシミュレーション訓練の必要性があるとの認識について、次年度以降具体的な

実施までを求める。 
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基準 7．学生の受け入れ募集  

 

7－1．学生募集活動は、適正に行われているか  

 

学生募集時の本校紹介にあたっては、真実性、明瞭性、公平性、法令遵守について「広報ポリシ

ー」を定め、会議等で共有の確認を行い、適正化を図っている。オープンキャンパスや体験授業を行

い、学校施設設備を公開し、入学前学習体験などにより、本校への進学のミスマッチを防ぎ適正化を

図っている。 近年は本校に関心を持ち、アプローチする進学検討者が増加傾向にある。特にオープ

ンキャンパスへの参加者が伸びている。 

入学選考種のうち「指定校推薦」は、反応が強くみられているが、その本分は高校との接続におい

て募集活動の安定性が高められるところにある。  

学生募集に際しては、「ディプロマポリシー」と「カリキュラムポリシー」から導き出された「アド

ミッションポリシー」を掲げ公開している。  

AO、指定校推薦、自己推薦、一般という選考種ごとに、このアドミッションポリシーは設けられ、

それぞれにおいて、どのような資質を重点的に測っていくか明示し、入学者の適性化はもちろん、入

学前から入学志願者自身が、本校で学ぶ意義づけをしている。特に AO入試においては、早期におけ

る独自の AO学習プログラムを段階的に配置し、授業参加などの事前学習も行い、学修動機の強化、

フラックシップ的な存在の学生受け入れを図っている。 

 

 

 

7－2．学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか  

 

本校の教育活動意義を正しく伝えるための新しい方策として、社会との新しい接点であるサテライ

トキャンパスを設け、今までにない広報活動の可能性を探っている。こうした広報活動は、周囲の視

点からのアイデンティティを確立でき、高等教育機関としての学校ブランドを高めることができる。

このことが引いては学生募集活動に大きく影響するものと考えている。 競合との識別化のために

も、本校の教育活動が正確に伝えられるよう改善が必要と考える。 

また、ホームページ・印刷物などにより情報発信を継続している。特に、教育内容を伝える目的の

学校案内パンフレットにおいては、高質を維持するよう心がけている。 

 学校の募集活動は、真実性、明瞭性、公平性、法令遵守などについて「広報ポリシー」を定め、

適正化を図っていることを認める。さらにオープンキャンパスや体験授業などの入学前学習体験を

設けるなど進学のミスマッチを防ぎ、その適正化を図っていることは多とする。 

 高校との接続の安定性を向上させるための「指定校推薦」においては、強い「反応」が認められ

ることを良とする。 

 学生募集においては、「ディプロマポリシー」、「カリキュラムポリシー」、「アドミッショ

ンポリシー」からなる 3つのポリシーを掲げ公開していることを示すことで、本項の問いへの

客観的な評価の根拠となることを認める。 

またAO入試においては、独自のAO学習プログラムを用意して授業参加などの事前学習を行い、

学修動機の強化などを図っていることを良とする。 
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尚、学生募集活動においては、これまでも進学業者・媒体を活用しているが、高校授業と連携して認

知度の高い新しい進学業者採用の検討を行い、令和７年度導入の予定である。 

 

 

 

7－3．学納金は妥当なものとなっているか  

 

学納金は、学校の健全運営のための負担と、就学負担を一般性、また地域性において照らし合わ

せ、毎年検討し決定している。しかしながら、学校運営のための負担は大きく、就学負担も限界の状

況を認めている。妥当性は現況に求めざるを得ないものとしている。国の修学支援新制度の機関認定

を受け、経済的に困難な学生を支援することを可能にしていることも、この自己点検項目に関係が深

いので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学校の学生募集活動においては、その教育成果を正しく伝えるための方策の一つとして、サテラ

イトキャンパスの活用を進め、「今までにない広報活動の可能性」を探っていることは、評価する。 

 競合との識別化のためにも改善が必要との認識も是とする。 

 教育内容を伝えるためのツールとして、とくに高品質な学校案内パンフレットを作成するとの狙

いは良とする。 

 次年度において、高校生により認知度の高い新たな媒体の活用を検討していることも了とする。 

 学納金の妥当性については、学校の自己評価を是とする。 

 国の修学支援新制度の機関認定を受けて学生支援をおこなっていることも評価する。 
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基準 8．財務  

 

8－1．中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか 

 

収支計画と実績の関係は概ね順調である。新キャンパス建設による施設設備を行ったため借入金の

額が大きいが、会計士との現実的な返済計画により、着実に返済できている。 

令和６年度の決算は、経常収支差額がマイナスとなった。これは、支出を控えて前年度を黒字とした

ことを踏まえ当年度は人件費を含め校具、教具の補充や各設備の保全等の投資目的の出費を行ったた

めである。又、長期的には予算規模の拡大方針を執っており、課程の多様化や修学支援、学生募集方

策、また広報活動や課外の企画（クリエイティブプロジェクト）に施設及び人員の補強も含めこれも

投資的に取り組んできた。こうしたことから、今後は収入増が見込まれる。 

 

 

 

8－2．予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか 

 

支出の有効性については、教育活動上、必要な額の確保に努めることを基本に、経常 経費、中長

期的予想を照らし合わせ図るが、法人役員会、監査などの客観性を踏まえ妥当なものと評価してい

る。 

 

 

 

8－3．財務について会計監査が適正に行われているか 

 

法人クリエイティブ Aの役員監事により監査を受けている。また行政の法人調査実績からもその適

正は証明されている。 

 学校の収支計画と返済の進捗については「概ね順調」であることをまずは認める。 

 当年度の決算として経常収支差額がマイナスになった理由として、人件費や校具、教具の補充

や各設備の投資を行ったことによることも是とする。 

 長期的には予算規模の拡大方針を執り、課程の多様化や修学支援、学生募集方策、広報活動な

どなどに投資的に取り組んできたことも了とする。 

 学校の予算・収支計画は、法人会役員、監査などの客観性を踏まえ妥当であるとの学校の自己評

価を了とする。 

 法人クリエイティブAの役員監事の監査及び行政の法人調査においてその適正は証明されていると

の自己評価を了とする。 
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8－4．財務情報公開の体制整備はできているか 

 

規定に従って、理事会の議決を経た財務諸表及び事業報告書等を期日までに常備し、ホームページ

で公開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 規定に従い、財務諸表及び事業報告書等をホームページで公開されていると認める。 
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基準 9．法令の遵守   

 

9－1．法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか 

 

総務において、県の私学所轄部署の指導を得ながら各種申請・報告を行っている。前段階として校

長、副校長、総務長による３役会議で設置基準と照らし合わせた遂行が為されている。又、学則変

更、学科新設等必要に応じ、理事会等役員会の承認を得て適正に変更手続きを行なっている。 

 

 

9－2．個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか 

 

個人情報に関しては、その管理・取得・利用について、「プライバシーポリシー」とし、ホームペ

ージ上に公開している。 

 

 

9－3．自己評価の実施と問題点の改善につとめているか 

 

自己点検・評価は例年実施している。評価法については当初より教職員に調査への回答を求め、点

検評価点の集約、分析へのプロセスをたどっているが、その項目だてや、集約方法などを精査しなが

ら機能・精度を高めている。評価により明確となった改善すべき事案については、実現可能なものか

ら順次、改善に取り組んでいる 

 

 

9－4．自己点検・評価を公開しているか 

 

書類を常備し閲覧希望に対応する体制設置、及びホームページに掲載しての公開を行なっている。 

 

 学校では、長野県私学所轄部署の指導を受けるなど、法令、専修学校設置基準等の遵守と適正

な運営を行っていることを認める。 

 

 

 

 

 学校では個人情報に関して、その保護のために「プライバシーポリシー」を策定しホームペー

ジ上に公開するなど、適切な対策を行っていることを認める。 

 

 

 

 学校では、例年「自己点検・評価」を実施していることを確認した。その評価によって明確にな

った改善点などは、順次改善に取り組んでいることを認める。 

 学校では、「自己点検・評価」に関する書類を閲覧可能な体制を整備し、また学校のホームページ

で公開するなど適切に行っていると認める。 
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基準 10．社会貢献・地域貢献  

 

10－1．学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか 

 

本校では、校内において小学生向けの講座「ながのこども美術学校」を付帯的に定期開講するとと

もに、キャリア教育・職業教育のための出張講座や、長野市における生涯学習の提供など、児童から

成人まで幅広い世代を対象に、本校の美術・デザイン教育資源を活用した教育活動を地域社会に提供

している。 

 また、本校所在地である中御所区への専門性を活かした貢献や、長野市の企画、山形村・信濃町を

はじめとする自治体・地域社会から寄せられる美術・デザイン分野に関する要望に対し、学習活動を

通じて応える「社学連携活動」をカリキュラム内に位置づけており、地域の生活や産業に寄与してき

た実績は高く評価されている。 

さらに、地域におけるコンペティション等の審査員や景観審議委員としての教員派遣、学生の自主的

参加の促進、講師・職員による技能を活かした社会・地域貢献活動など、多角的な取り組みを実施し

ている。 

本校サテライトキャンパスを職能団体や事業所による企画展示の会場として開放し、“街とつなが

る美専”というコンセプトのもと、例年通り積極的な活用を行っている。 

 

 

 

10－2．学生のボランティア活動を奨励、支援しているか 

 

令和５年度より、「地域クリエイティブ実践研究センター（ながの CreativeHUB）」を窓口とし

て、地元の要請するボランティア活動については積極的に在学生より呼びかけている。 

また令和４年度から、ボランティア等の活動で、所定の時間とレポート等の成果報告を収めること

により、単位履修が可能な授業「自由実践」を設けることにより、学生のボランティア、地域参加を

積極的に促す施策をとった。これにより美術研究部以外の学生も市民協働サポートセンターや「なが

の協働ねっと」等を通じてのボランティア活動を行っている。 

 

 学校では、これまでも児童から成人まで幅広い世代を対象に、校内施設や美術・デザイン教育資

源を活用した教育活動に積極的に取り組んできたことは高く評価する。 

 小学生向け講座「こども美術」の定期開講、行政や団体と連携した「キャリア教育」などの出張 

講座、県内自治体・地域団体からの要請に応える「社学連携活動」等、当年度に至る社会貢献、地

域貢献は高く評価する。 

 サテライトキャンパスを地域に開放する「街とつながる美専」のコンセプトの実践において、さ

らなる進展を期待する。 

 

 

 

 学校では、学生のボランティア活動の教育的成果を認め、それを奨励、支援をするために「地域

クリエイティブ実践研究センター（ながの CreativeHUB）」を窓口とするなど体制も整備してい

ることを是とする。加えてボランティア活動への参加により単位履修を可能にする「自由実

践」の授業を設けるなど、学生に寄り添った施策も評価できる。 
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10－3．地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等を含む）の受託等を積極的に実施してい

るか 

 

本校は、生涯教育の趣旨に基づき、行政からの支援を受けて実施される事業に参加し、地域住民を

対象とした講座を開設している（5－9項参照）。また、専門教育団体が実施する事業にも参画し、

要望に応じてキャリア教育・職業教育に関する講座を開講している（5－10項参照）。さらに、公共

職業訓練等においては、特定一般教育訓練の認定を受けている（3－1項、5－9項参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学校では社会的に広がる生涯学習のニーズに対応して、行政や専門教育団体が支援、実施する多

くの事業に積極的に参加していることを認める。 

※関連基準「3－1」「5－9」「5－10」 
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【補足資料】 

「令和 7年度学校関係者評価委員会」の全体的意見・感想※発言順 
・開催日 令和 7年 9月 4日（木）15時～16時 30分 

・場所 長野美術専門学校 

 

 

「卒業生を通じて、学校とのつながりを感じています。SNS等での発信も目にしており、継続的に接点が

あることを実感しています。デザイン業界で働く立場からも、さまざまな場面で美専出身者が活躍してい

る姿を目にします。地域の美専出身者ということで、人脈や特別なつながりが形成されているｋとを感じ

ます」 

 

 

「先ほど当年度の活動報告にもあった「臓器提供意思表示ＣＭ」の政策には、娘もかかわらせていただき

ました。制作会社に出向いて映像を制作するなど、貴重な体験をしたうえにＴＶ放映までされ、本人の大

きな自信につながっています。もともと写真が好きでしたが、学校での学び知識が増えたことで、さらに

好きになったようです」 

 

 

「今回の会議を通じて、学生の立場に立ち、将来を見据えて考えていらっしゃると感じました。実際、少

子化が進む中で学校のプロモーション基準は高くなっており、「求められる学校」という方向性をより強

めていくことが求められていると思います。その際、独自性を打ち出して選ばれる学校となるのか、美

術・アート系分野に特化するのか、あるいは現在取り入れている多様性を活かし、広い間口での活躍の場

を示していくのか、様々な方向性があると思いますが、お考えをお聞かせください」 

 

―学校回答 

 

やはり一つは独自性です。入学すればさまざまな可能性に開かれているという期待感と、それを支援し

ながら社会に出ていく中で「くじけない」強さを育てられるよう「主体性の涵養」を主軸とした教育方

針を特徴としています。そうした点をうまく伝えていきたいと考えています。また、美術・デザインを

選ぶ学生は比較的内向的な傾向があるため、まずは自分が好きなこと・得意な事を基軸に社会と関わる

ことで、自信や自己肯定感につなげていけるようにしたい。そのための支援を行う学校でありたいと考

えています。 

 

 

「長野美術専門学校は、芯は変わらない一方で柔軟性があると感じます。今回の会議に参加し、新たな気

づきも得られました。さまざまなニーズに対して、こぼれ落ちそうな部分にそっと手を差し伸べていると

感じています。発想を転換し、常に変化・進化を続けているようで、毎年同じ長野美術専門学校でありな

がら、時代に即して学生に寄り添い、支援している点が素晴らしいと思います。私自身も学校の役に立て

るよう、より一層協力したいと感じました」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 
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Ⅳ．評価の根拠資料  

 

令和 7 年度自己点検・評価調査集約表 

 

＜他の根拠資料＞  

寄附行為・学則・各規定・就業規則・事業報告書・決算書・学生便覧・指導要領・シラバス・企業等

との協定書・検定種と授業科目との対応表・広報ポリシー・学校案内パンフレット 

 

 

 

 

 


